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第３回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成22年10月15日) 

 

   第 ３ 回   熊本県議会 決算特別委員会会議記録 

 

平成22年10月15日(金曜日) 

            午前10時２分開議 

            午前10時59分休憩 

            午前11時５分開議 

            午後０時22分休憩 

            午後１時11分開議 

            午後２時14分休憩 

            午後２時20分開議 

            午後３時８分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第17号 平成21年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

 議案第20号 平成21年度熊本県母子寡婦福

祉資金特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

 議案第23号 平成21年度熊本県港湾整備事

業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

 議案第24号 平成21年度熊本県臨海工業用

地造成事業特別会計歳入歳出決算の認

定について 

 議案第25号 平成21年度熊本県用地先行取

得事業特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

 議案第30号 平成21年度熊本県流域下水道

事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

――――――――――――――― 

出席委員(11人) 

        委 員 長 馬 場 成 志 

        副委員長 溝 口 幸 治 

        委  員 児 玉 文 雄 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 鬼 海 洋 一 

        委  員 中 原 隆 博 

        委  員 大 西 一 史 

        委  員 九 谷 弘 一 

        委  員 内 野 幸 喜 

        委  員 髙 木 健 次 

        委  員 増 永 慎一郎 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 健康福祉部 

         部 長 森 枝 敏 郎 

                  医 監 東   明 正 

         次 長  松 葉 成 正 

    健康福祉政策課長 吉 田 勝 也 

      社会福祉課長 中 園 三千代 

      少子化対策課長  福 島 誠 治 

      障害者支援総室長  東   泰 治 

 障害者支援総室副総室長  西 岡 由 典 

     医療政策総室長 倉 永 保 男 

  福祉総合相談所次長兼 

  医療政策総室副総室長 藤 中 高 子 

  医療政策総室副総室長 松 永   寿 

 健康づくり推進課長 岩 谷 典 学 

       健康危機管理課長  末 廣 正 男 

        薬務衛生課長  内 田 英 男 

 ねんりんピック推進室長 小 原 雅 晶 

      長寿社会局長  江 口   満 

        高齢者支援課長  永 井 正 幸 

  認知症対策・ 

地域ケア推進課長 古 谷 秀 晴 
 土木部 

            部  長 戸 塚 誠 司 

           総括審議員兼 

           次  長  天 野 雄 介 

        次  長  鷹 尾 雄 二 
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        次  長 生 田 博 隆 

       土木技術管理室長 野 田 善 治 

    首席土木審議員兼 

        監理課長 古 里 政 信 

      用地対策課長 佐 藤 國 一 

  土木技術管理室副室長 竹 下 喜 造 

      道路整備課長 猿 渡 慶 一 

      道路保全課長 安 達 博 行 

        河川課長 林   俊一郎 

        港湾課長 潟 山 修 市 

      都市計画課長  内 田 一 成 

      下水環境課長 西 田   浩 

        建築課長 坂 口 秀 二 

       営繕専門監  平 野 和 実 

               住宅課長 澤 井 健 次 

        砂防課長 高 永 文 法 

――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

  会計管理者兼出納局長 富 永 安 昭 

    首席会計審議員兼 

        会計課長 田 上   勲 

――――――――――――――― 

監査委員事務局職員出席者 

        事務局長 林 田 直 志 

         監査監 山 中 和 彦 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 鹿 田 俊 夫 

議事課課長補佐 上 野 弘 成 

議事課課長補佐 堀 田 宗 作 

――――――――――――――― 

  午前10時２分開議 

○馬場成志委員長 それでは、ただいまから

第３回決算特別委員会を開会いたします。 

 本日は、初めに土木部の審査を行い、その

後、午後１時から健康福祉部の審査を行うこ

ととしております。 

 それでは、これより土木部の審査を行いま

す。――さっき午後１時と言いましたけど

も、午前中の終わり方次第で健康福祉部の審

査に入ります。 

 それでは、これより土木部の審査を行いま

す。 

 まず、土木部長から総括説明を行い、続い

て担当課長から順次説明をお願いします。 

 初めに、戸塚土木部長。 

 

○戸塚土木部長 土木部長の戸塚でございま

す。 

 平成21年度決算の御説明に先立ちまして、

前年度の決算特別委員会において御指摘のあ

りました施策推進上改善または検討を要する

事項等のうち、土木部関係につきまして、そ

の後の措置状況を御報告いたします。 

 各部局の共通事項として御指摘のありまし

た「収入未済の解消については、関係部局に

おいてそれぞれ努力の跡が見られるが、財源

の確保及び負担の公平性の観点から、さらに

一層効果的で徹底した徴収促進に努めるこ

と。」についてでございます。 

 収入未済の解消につきましては、督促状の

送付、電話や面談による督促はもとより、所

在確認調査や資産調査の実施、夜間や休日徴

収を実施するなど収入未済の解消に努めてお

ります。 

 また、県営住宅使用料につきましては、明

け渡し訴訟や強制執行、即決和解などの法的

措置の積極的な実施及び取り組みの強化な

ど、徴収促進に努めてきたところでございま

す。今後も引き続き未収金の解消に取り組ん

でまいります。 

 続きまして、土木部の平成21年度決算の概

要を、決算特別委員会説明資料の１ページ、

平成21年度歳入歳出決算総括表で御説明させ

ていただきます。 

 まず、歳入についてでございますが、一般

会計、特別会計合わせまして収入済額が665

億5,686万4,000円、不納欠損額が5,577万3,0

00円及び収入未済額２億4,930万9,000円とな

っております。 
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 不納欠損額の主なものは、県営住宅使用料

及び道路事故等による道路損傷に係る原因者

負担金となっており、また収入未済額の主な

ものは県営住宅使用料となっております。 

 なお、予算現額と収入済額との差は、主に

翌年度への事業繰り越しに伴うものでござい

ます。 

 続きまして、歳出についてでございます

が、一般会計、特別会計合わせまして支出済

額が1,325億2,027万円、翌年度繰越額は515

億6,088万3,000円、不用額12億9,589万9,000

円となっております。 

 翌年度繰越額の主な理由は、地元住民や関

係機関との調整に時間を要したこと、用地買

収、補償家屋の移転に時間を要したこと等に

より工期が不足し、やむを得ず平成22年度へ

繰り越したもので、現在その執行に鋭意取り

組んでいるところでございます。 

 また、不用額の主な理由は、事業実施後の

執行残及び経費節減等に伴う執行残でござい

ます。 

 以上、平成21年度土木部歳入歳出決算の概

要につきまして総括的に御説明申し上げまし

たが、詳細につきましては関係課長から御説

明いたしますのでよろしくお願いいたしま

す。 

 

○馬場成志委員長 引き続き、各課長の説明

をお願いします。 

 

○古里監理課長 監理課でございます。 

 まず、今年度定期監査におきまして、監理

課関係の報告、公表事項はございません。 

 次に、監理課の決算の概要につきまして御

説明申し上げます。 

 決算資料の２ページからお願いいたしま

す。 

 まず、一般会計の歳入についてでございま

す。 

 ２ページから３ページにかけまして、使用

料及び手数料でございますが、不納欠損額、

収入未済額ともございません。 

 次に、３ページ中段の国庫支出金、それに

３ページから４ページの財産収入につきまし

ても、不納欠損額、収入未済額ともございま

せん。 

 次に、４ページ中ほどの繰入金につきまし

て、幹線道路整備基金から一般会計への繰入

金で不納欠損額、収入未済額ともございませ

ん。 

 ４ページ下段、諸収入でございます。ここ

の４段目に記載しております建設業振興資金

貸付金回収金につきまして、予算現額5,000

万円に対し収入済額が1,000万円となってお

ります。これは県から金融機関に預託いたし

まして、公共工事に必要な運転資金を、熊本

県建設業協同組合を通して施工業者に融資し

ているものでございます。備考欄にあります

とおり、この資金の利用実績が少なかったた

め銀行への預託額が少なくなり、それに伴い

回収金が少なかったということによるもので

ございます。 

 次に、５ページの雑入についてでございま

す。 

 収入未済額164万8,000円のうち、上から２

段目になりますが、工事契約違約金につきま

して74万円、下から２段目になりますが、雑

入につきまして90万8,000円が収入未済とな

っております。これにつきましては、請負業

者が倒産により契約を解除をした際の違約金

と前金払いの出来高不足額を返納する際の利

息相当分を請求したもので、代表者の死亡や

行方不明のため収入未済になっているもので

ございます。現在、代表者の所在不明等につ

きましては、引き続き所在確認等や登記簿の

確認等によりまして、未収金の解消に努めて

まいったところでございます。 

 次に、６ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳出についてでございます。 

 土木総務費において1,625万8,000円の不用
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額を生じておりますが、これは主に人件費の

執行残及びＣＡＬＳ／ＥＣ事業等の入札に伴

う執行残でございます。 

 次に、７ページをお願いいたします。 

 ２段目の建設業指導監督費におきまして4,

991万5,000円の不用額を生じております。こ

れは歳入のところで御説明いたしましたが、

建設業振興資金貸付金の利用実績が少なかっ

たことなどによります執行残でございます。 

 次に、８ページをお願いいたします。 

 用地先行取得事業特別会計でございます。 

 歳入でございますが、財産収入、繰越金と

も不納欠損額、収入未済額はございません。 

 １段目の財産収入につきましては、予算に

対し1,182万8,000円の増となっておりますの

は、国への先行取得用地の付加価値が増加し

たことによるものでございます。 

 次に、９ページでございます。 

 歳出でございますが、公債費で1,741万7,0

00円の不用額が生じています。これは県債借

入額の減によりまして償還金が減ったもので

ございます。 

 続きまして、翌年度繰越額につきまして説

明いたします。 

 附属資料の１ページをお願いしたいと思い

ます。 

 附属資料の１ページ、一般会計で3,650万

8,000円の繰り越しでございます。これは起

業者でございます国からの代執行請求がおく

れたことによりまして繰り越しとなったもの

でございます。本年５月に国から請求があっ

たため、国と委託契約を締結し、本年度完了

に向けて準備を進めているところでございま

す。 

 決算の概要につきましては以上でございま

す。 

 最後に、不適正経理に関します再発防止の

取り組みについて簡単に御説明いたします。 

 土木部といたしましては、物品等の購入の

際の納品検査の徹底や書面によります購入伺

の作成の徹底など、昨年３月に策定されまし

た再発防止策に部を挙げて取り組んでいると

ころでございます。 

 また、職員の研修につきましても、本庁各

課の全職員や出先機関の担当職員を対象とし

た研修を実施しております。さらに、今後部

内の各課長を対象としました研修を行い、そ

の後各課長が講師となって職員に対して研修

を実施することとしております。 

 このような取り組みによりまして、適正な

経理事務の執行や法令遵守の意識を全職員に

浸透させ、二度とこのような間違い、問題を

起こさないよう引き続き努力してまいること

を考えております。 

 以上で監理課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○猿渡道路整備課長 道路整備課長の猿渡で

ございます。 

 まず、定期監査の結果につきましては、こ

れにつきましては公表事項はございません。 

 続きまして、決算について御説明申し上げ

ます。 

 歳入につきましては、説明資料の10ページ

から12ページでございます。 

 歳入の内容は、分担金及び負担金、国庫支

出金、財産収入、繰越金、諸収入でございま

す。 

 主なものにつきまして御説明申し上げま

す。 

 10ページをお願いいたします。 

 ４段目でございますけれど、土木費国庫補

助金で、予算額に対しまして110億3,183万9,

000円の減となっております。これにつきま

しては繰り越し及び事業費確定に伴うもので

ございます。 

 次に、12ページでございます。 

 12ページの１段目でございますけれど、諸

収入で、予算額に対しまして１億2,986万円

の減となっております。主に繰り越しに伴う
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ものでございます。 

 また、下から２段目の雑入で、収入未済額

が10万3,000円ございますけれど、これは受

注事業者の倒産による契約解除に伴う前払金

余剰金利息で、現在当該事業者は破産手続中

でございまして、破産債権届出書を裁判所に

提出しまして債権の確保に努めているところ

でございます。なお、いずれも不納欠損額は

ございません。 

 次に、歳出について御説明いたします。 

 13ページでございます。 

 ２段目でございますけれど、道路橋りょう

総務費の不用額8,329万6,000円につきまして

は、国直轄事業負担金の減及び経費節減に伴

う執行残でございます。 

 次に、最下段、道路新設改良費の不用額１

億8,452万2,000円につきましては、受託事業

費の減及び経費節減に伴う執行残でございま

す。 

 続いて、翌年度への繰越事業につきまして

は、附属資料の方で説明させていただきま

す。 

 附属資料の２ページから32ページまで掲げ

ておりますが、32ページをお願いいたしま

す。32ページの最下段になりますけれど、道

路整備課計で235カ所、22年度への繰越額は1

38億3,121万4,000円でございます。 

 繰り越しの理由は、関係機関との調整など

計画に関する諸条件の整備、用地補償交渉の

難航及び工法の検討、協議に不測の日数を要

したことなどにより、やむなく次年度へ繰り

越したものでございます。 

 以上をもちまして道路整備課の説明を終わ

らせていただきます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○安達道路保全課長 道路保全課長の安達で

ございます。 

 まず、定期監査の結果につきましては、公

表事項はございません。 

 それでは、説明資料に基づき説明いたしま

す。 

 まず、歳入に関して説明いたします。 

 資料の14ページをお願いします。 

 歳入のうち分担金及び負担金については、

不納欠損額、収入未済額ともにございませ

ん。 

 次に、使用料及び手数料について説明しま

す。 

 資料は15ページです。この中ほどに記載し

た道路占用料につきましては、調定額２億9,

521万3,000円に対して２億9,279万4,000円を

徴収しております。収納率で申しますと99％

以上となっておりますが、収入未済額が196

万1,000円発生しております。これは道路占

用料の未収金でございまして、関係する各出

先機関において、所在不明者の追跡調査や債

権の差し押さえなどの強制徴収を行うなど収

入の確保に努めているところであり、９月末

日現在で４万3,000円ほど減少しておりま

す。 

 次に、最下段の国庫支出金でございます

が、予算額に対して71億3,872万1,000円の減

となっておりますが、これは16ページから17

ページに示したとおり、各種事業の繰り越し

によるものであります。 

 次に、17ページの下から３段目の土地売払

収入ですが、これは道路のつけかえ等によっ

て生じた旧道敷地を売却して得た収入でござ

います。予算額に比べて実績が1,906万9,000

円少なくなっておりますが、今後も引き続き

積極的に売却を進めたいと考えております。 

 次に、18ページをお願いします。 

 雑入につきましては、不納欠損額が186万

円発生しておりますが、これは納入義務者が

破産宣告を受け、差し押さえる財産もなく時

効を迎えたために、やむを得ず不納欠損を行

ったものでございます。 

 また、収入未済額が921万1,000円ほどござ

いますが、これは道路損傷事故等による原因
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者負担金と前払金余剰額利息の合計でござい

まして、主に経営不振や行方不明等により計

画どおりの納付がなされなかったものであり

ます。この解消につきましては、行方不明者

の追跡調査、不動産の差し押さえ等の収入の

確保に努めてまいります。 

 歳入につきましては以上です。 

 続きまして、歳出について説明いたしま

す。 

 歳出につきましては、19ページから20ペー

ジまででございます。 

 19ページをお願いします。 

 道路橋りょう総務費の不用額200万9,000円

については、経費節減によるものでございま

す。 

 道路維持費の不用額２億5,088万4,000円の

主なものとしては、電線共同溝整備工事にお

いて、工事の施工方法等に関して地元との調

整がつかず、工事に着手できなかったことに

伴うものでございます。 

 20ページをお願いします。 

 道路新設改良費の不用額は3,781万8,000円

及び橋りょう維持費の不用額1,655万9,000円

は、いずれも経費節減の結果によるものでご

ざいます。 

 歳出につきましては以上です。 

 最後に、繰り越しにつきましては、附属資

料で説明をいたします。 

 道路保全課につきましては、33ページから

57ページまでとなっております。 

 57ページに道路保全課分の合計を記載して

おりますので、こちらで説明いたします。 

 道路保全課全体は、280カ所、88億9,306万

4,000円の繰り越しとなっております。直接

的には、繰り越し理由としましては、用地交

渉や設計に関する諸条件の整理に不測の日数

を要したためでございますが、実態としまし

ては、昨年度の大型補正予算の執行予定の箇

所が多数含まれていることを御理解いただき

たいと思います。 

 道路保全課からの説明は以上です。よろし

くお願いします。 

 

○林河川課長 河川課長の林でございます。

よろしくお願いいたします。 

 まず、今年度の定期監査の結果についてで

ございますが、報告、公表事項はございませ

ん。 

 それでは、お手元の説明資料に基づきまし

て、河川課の歳入歳出決算について御説明申

し上げます。 

 21ページをごらんください。 

 歳入でございます。最上段が分担金及び負

担金になります。これは海岸事業に伴います

市町村分担金、それから河川総合開発事業、

いわゆるダム事業に伴う利水者負担金でござ

います。いずれも不納欠損額、収入未済額と

もにございません。 

 下から２段目は、使用料及び手数料でござ

います。 

 内訳は、次の22ページになります。 

 まず、収入未済額といたしまして、２段目

の河川敷占用料で16万5,000円、４段目の海

岸占用料で33万3,000円が生じております。

これはいずれも法人の倒産、経営状況の悪

化、占用者の所在不明などによるものでござ

います。この収入未済につきましては、これ

までも出先機関と連携しながら解消に努めて

いるところでございますが、引き続き解消に

向けて努めてまいります。 

 次に、下から２段目の国庫支出金でござい

ます。予算現額と収入済額との比較の欄が42

億2,130万5,000円の減となっておりますが、

これは災害復旧事業や国庫補助事業などの繰

り越しが主な理由でございます。 

 23ページから25ページの上から２段目まで

にその内訳を示しております。昨年度は特

に、公共投資臨時交付金や経済危機対策臨時

交付金といった国の経済対策に伴います繰り

越しが多くなったためでございます。 
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 25ページの上から３段目をお願いします。 

 財産収入でございますが、不納欠損額、収

入未済額、いずれもございません。 

 次に、26ページをお願いいたします。 

 最上段の繰越金でございますが、こちらも

不納欠損額、収入未済額ともにございませ

ん。 

 次に、２段目の諸収入でございますが、不

納欠損額として６万4,000円、収入未済額と

して1,455万円を生じております。 

 その内訳でございますが、27ページの下か

ら４段目の雑入で６万4,000円の不納欠損を

生じております。これは工事請負業者の倒産

に伴いまして工事前払金と、それに伴う利息

の回収が必要になったものでございます。前

払金自体につきましては保険会社から補てん

されておりますが、補償対象とならない利息

分に関するものでございます。今回、法人の

清算終了に伴いまして、６万4,000円の不納

欠損を行ったものでございます。 

 同じく雑入の収入済額1,095万円余は、備

考欄に記載しております海砂不法採取に係る

不当利息返還請求金でございます。これは平

成17年度に摘発されました不法採取に伴う返

還金でございまして、これまで分納により徴

収しておりましたが、平成21年度をもって残

額のすべてを収納したものでございます。 

 最下段の年度後返納の収入未済額1,455万

円につきましては、工事前払金の返納金でご

ざいます。本件は業者の経営悪化によって返

納ができずに未収金となったものでございま

すが、倒産による契約不履行ではないことか

ら、保証会社の保証対象には該当せず、前払

金の返納を業者に求めているものでございま

す。現在はこの法人が清算手続中でございま

すので、その状況の把握に努めてまいりま

す。 

 歳入につきましては以上でございます。 

 続きまして、歳出について御説明申し上げ

ます。 

 28ページをごらんください。 

 まず、河川海岸総務費につきましては1,49

5万5,000円の不用額を生じております｡これ

は主に人件費の不用残でございます。 

 続きまして、その下の河川改良費につきま

して9,626万2,000円の不用額を生じておりま

す｡これは平成21年に発生しました災害関連

事業費の国庫内示減及び事務費の執行残が理

由でございます。 

 災害関連事業につきましては、一般に２年

または３年以内に復旧を行いますので、県の

予算もそれにあわせて計上するのが通例でご

ざいますが、今回は用地買収がなく、早期に

工事着手が可能であったことから、１年目に

計画額の100％を計上し早期竣工を目指して

いたものでございます。しかし、国からの配

分が２年に分けての配分となったことから、

結果的に21年度につきましては内示減となっ

たものでございます。 

 次に、29ページをお願いいたします。 

 ２段目の水防費でございます。136万7,000

円の不用額は、執行残でございます。 

 続きまして、３段目の災害復旧費で7,947

万7,000円の不用額を生じております。これ

は主にその下の河川等補助災害復旧費におき

まして、予算額の算定に使用いたしました査

定単価に比べ、工事発注の際に使用します実

施単価との差があったこと、それから入札残

などの理由により工事費用が少なく済んだた

め、内示の減があったものでございます。 

 最下段の河川等単県災害復旧費の不用額30

5万2,000円につきましては、執行残でござい

ます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明を申

し上げます。 

 恐れ入りますが、附属資料の58ページをお

願いいたします。 

 平成21年度繰越事業調べでございますが、

58ページから65ページまでが繰越事業を掲載

したものであります。 
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 65ページの最下段に総計を記載しておりま

す。河川課の合計といたしましては、155カ

所、60億4,501万3,000円が翌年度への繰り越

しになります。これらにつきましては、地元

や関係機関との調整、用地交渉など不測の日

数を要したために、やむなく次年度に繰り越

したものでございます。 

 以上で河川課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○潟山港湾課長 港湾課長の潟山でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 まず、今年度の定期監査の結果につきまし

ては、公表事項はございません。 

 それでは、説明資料の30ページをお願いい

たします。 

 一般会計の歳入について御説明いたしま

す。 

 分担金及び負担金におきましては、不納欠

損及び収入未済はございません。 

 31ページをお願いいたします。 

 ２段目の港湾国直轄事業負担金の予算現額

に対する収入減は、事業費確定に伴う減でご

ざいます。 

 ３段目の使用料及び手数料のうち、港湾区

域占用料の収入未済が235万2,000円ございま

す。これは申請者の業績不振によるものでご

ざいます。 

 31ページ中段から33ページ２段目にかけて

の国庫支出金におきましては、不納欠損、収

入未済はございません。予算現額に対する収

入減は、繰り越し及び事業費確定に伴う減で

ございます。 

 続きまして、33ページをお願いいたしま

す。 

 ４段目の財産収入の土地貸付料に収入未済

が15万円ございます。これは百貫港の土地貸

付料における経済的困窮による未納でござい

ます。 

 ５段目の土地売払収入の3,795万9,000円

は、河内港の聖ヶ塔地区の埋立地及び百貫港

県有地の売却によるものでございます。 

 続きまして、34ページをお願いいたしま

す。 

 ２段目の諸収入の雑入において、収入未済

が27万3,000円ございます。これは過年度調

定の港湾区域占用料が、申請者の経営不振で

未納になっているものでございます。最下段

の過年度収入の予算現額に対する収入増は、

過年度事業における国庫補助精算金の内示増

によるものでございます。 

 歳入につきましては以上でございます。 

 続きまして、35ページをお願いいたしま

す。 

 一般会計の歳出について御説明いたしま

す。 

 港湾管理費における不用額1,234万9,000円

及び３段目の港湾建設費の不用額4,045万3,0

00円は、事業費確定に伴う執行残及び経費削

減によるものでございます。 

 続きまして、36ページをお願いいたしま

す。 

 空港管理費の不用額1,514万3,000円は、入

札残及び経費節減による執行残によるもので

ございます。 

 続きまして、港湾整備事業特別会計の歳入

について御説明いたします。 

 37ページをお願いいたします。 

 １段目の使用料及び手数料におきまして、

地方港湾と重要港湾の使用料を合わせまして

935万7,000円の収入未済がございます。これ

らは港湾施設使用申請者の業績不振によるも

のでございます。この収入未済額につきまし

ては、９月末までに合わせて194万円余収入

済でございます。 

 次に、下から２段目の諸収入に2,289万6,0

00円の収入未済がございますが、このうち1,

920万円は、三角港におきまして倒産いたし

ました港湾施設利用者の建物にアスベストが

使用されておりまして、飛散の危険性があっ
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たため港湾管理者として行政代執行で建物の

撤去を行った費用でございます。残りの369

万6,000円は、熊本港旅客ターミナル内レス

トランの電気及び水道代でございまして、事

業者の業績不振によるものでございます。 

 続きまして、38ページをお願いいたしま

す。 

 港湾整備事業特別会計の歳出について御説

明いたします。 

 ２段目の施設管理費における不用額1,547

万8,000円は、入札残及び経費の節減等によ

る執行残でございます。 

 続きまして、39ページをお願いいたしま

す。 

 臨海工業用地造成事業特別会計の歳入につ

いて御説明いたします。 

 財産収入、繰入金とも、不納欠損、収入未

済はございません。 

 下から２段目の雑入の先行漁業補償再取得

収入が、予算現額との比較で約５億6,600万

円の増となっておりますが、これは国の経済

対策によりまして、再取得費が大幅に上積み

されたことによるものでございます。 

 最下段の雑入に２万4,000円の収入未済が

ございます。これは臨海用地土地貸付料の延

滞金が、申請者の業績不振で未納になってい

るものでございますが、これにつきましては

９月７日に全額収入済となっております。 

 続きまして、40ページをお願いいたしま

す。 

 臨海工業用地造成事業特別会計の歳出につ

いてでございますが、３段目の熊本港臨海用

地造成事業費の不用額210万5,000円は、経費

節減に伴う執行残でございます。 

 以上で一般会計、特別会計の歳入歳出の説

明を終わります。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 恐れ入りますが、附属資料の66ページをお

願いいたします。 

 この66ページから74ページまでが港湾課に

おける繰越事業でございますが、72ページを

お開きください。 

 この72ページの最下段にありますように、

一般会計の繰越額は30億6,700万円余となっ

ております。 

 続きまして、73ページ、74ページの港湾特

別会計と臨海特別会計、これらもそれぞれ港

湾整備事業特別会計で630万円、74ページに

ございますように臨海工業用地造成事業特別

会計で7,210万円の繰越額となっておりま

す。 

 港湾課合わせて22年度への繰越額は31億4,

000万円余でございます。 

 繰越理由といたしましては、地元との調整

に不測の日数を要したことにより、やむなく

次年度へ繰り越したものでございます。な

お、繰り越しした工事47カ所のうち、９月末

現在で18カ所が完了しております。残りの事

業につきましても早期竣工に向けて努力して

まいります。 

 続きまして、107ページをお願いいたしま

す。 

 不納欠損に関する調べについて御説明いた

します。 

 港湾整備事業特別会計の不納欠損処分を６

件、177万円行っております。いずれも自己

破産や資金力が回復せず、時効が成立したこ

とによるものでございます。 

 続きまして、112ページをお願いいたしま

す。 

 県有財産の処分について御説明いたしま

す。 

 21年度における売却処分はございません

が、百貫港要江地区の県有地及び河内港聖ヶ

塔埋立地の２件の分割売却収入がございまし

て、収入合計額は3,795万9,200円となってお

ります。 

 以上で港湾課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。 

 - 9 -



第３回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成22年10月15日) 

 

○内田都市計画課長 都市計画課長の内田で

ございます。 

 課内室となっております景観公園室及び新

幹線都市整備室もあわせて御説明いたしま

す。 

 今年度の監査における報告、公表事項はご

ざいません。 

 まず、歳入関係でございますが、説明資料

の41ページから46ページに記載をしておりま

す。 

 内容につきましては、分担金及び負担金、

使用料及び手数料、国庫支出金、財産収入、

諸収入、繰越金でございます。いずれも不納

欠損額、収入未済額はございません。 

 次に、43ページをお願いいたします。 

 ２段目の国庫補助金の計でございますが、

予算に対し51億1,273万7,000円の減となって

おりますが、これの主な要因は、平成22年度

への繰り越しのためでございます。 

 次に、45ページをお願いいたします。 

 ３段目の財産収入の項目で、予算に対し10

3万4,000円の減となっておりますが、これは

主に熊本緑景観協同機構事業の財源でありま

す緑の基金の運用利子の減によるものでござ

います。 

 次に、歳出につきましては、47ページから

49ページに記載をしております。 

 47ページをお願いいたします。 

 上から４段目、景観整備費の不用額2,071

万1,000円は、経費節減に伴う執行残による

ものでございます。 

 新幹線建設促進事業費の不用額940万2,000

円は、鉄道・運輸機構への事業費負担金が確

定したための減でございます。また、予算に

対し79億5,325万9,000円の減となっておりま

すが、これの主な要因は、平成22年度への繰

り越しのためでございます。 

 48ページをお願いいたします。 

 都市計画費は、都市計画総務費、土地区画

整理費、街路事業費、都市公園費で構成され

ております。不用額7,659万2,000円は、経費

節減に伴う執行残によるものでございます。

また、予算に対し73億9,997万9,000円の減と

なっておりますが、これの主な要因は、平成

22年度への繰り越しのためでございます。 

 以上が一般会計における歳入歳出でござい

ます。 

 次に、翌年度への繰越事業につきまして

は、別冊の附属資料の75ページから81ページ

に記載をしております。 

 81ページをお願いいたします。 

 明許繰越でございますが、最下段、都市計

画課の繰越額計は152億6,724万4,000円でご

ざいます。繰り越しの主な理由は、鉄道・運

輸機構の事業費が繰り越しになったため、関

係機関との協議に時間を要したもの、補償交

渉や用地交渉等に日数を要したものなどでご

ざいます。 

 以上が都市計画課の平成21年度決算に関す

る概要説明でございます。よろしくお願いい

たします。 

 

○西田下水環境課長 下水環境課の西田でご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

 まず、当課関係で定期監査における公表事

項はございません。 

 続きまして、決算について御説明いたしま

す。 

 説明資料の50ページをお願いいたします。 

 50ページから51ページまでが一般会計の歳

入で、不納欠損額、収入未済額はありませ

ん。 

 50ページの上から２段目の国庫補助金が、

予算に対し6,254万5,000円の減になっており

ますのは、主に、下から３段目の団体営農業

集落排水事業費補助及び一番下の漁業集落環

境整備事業費補助の繰り越しによるものでご

ざいます。 

 52ページから53ぺージは一般会計の歳出で
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ございます。 

 52ページの上から３段目の環境整備費の不

用額3,800万1,000円の主なものは、備考欄に

記載しております浄化槽整備事業におきまし

て、これは浄化槽設置者に補助を行う市町村

に対し県費補助を行うものですが、浄化槽設

置の確定数が見込みよりも少なかったことに

よるものでございます。 

 次に、流域下水道事業特別会計について御

説明いたします。 

 54ページから56ページまでが流域下水道事

業特別会計の歳入で、不納欠損額、収入未済

額はありません。 

 54ページの一番上の段の分担金及び負担金

で、予算に対し7,133万2,000円の増になって

おりますのは、３カ所の流域下水道への流入

汚水量が見込みよりも多かったため、実績精

算に伴う市町村からの維持管理費負担金の増

によるものでございます。 

 また、55ページの一番上の段の国庫支出金

で、予算に対して２億8,985万円の減となっ

ておりますのは、事業の繰り越しに伴うもの

でございます。 

 56ページの上から３段目の県債でございま

すが、予算に対して１億2,100万円の減にな

っておりますのは、事業の繰り越しに伴うも

のでございます。 

 次に、一番下の繰越金でございますが、予

算に対し14億6,731万9,000円の増となってお

りますのは、主に前年度までの特別会計の繰

越金でございます。 

 57ページから58ページまでは歳出でござい

ます。すべての不用額は、参加者の流域下水

道の維持管理費及び建設費に係る執行残によ

るものでございます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明いた

します。 

 附属資料の82ページをお願いいたします。 

 82ページから85ページまでが、下水環境課

における繰越事業でございます。 

 一般会計におきまして、82ページの一番下

の段になりますが、２カ所で6,095万円、83

ページから85ページまでの特別会計におい

て、85ページの一番下になりますが、13カ所

で５億3,280万円の繰り越しがございます。

設計指針の改定を受けたより低コストの工法

検討や施設の改良手法の検討に日数を要した

ことなどにより、やむなく繰り越したもので

ございます。 

 以上で、下水環境課の説明を終わります。

よろしくお願いします。 

 

○坂口建築課長 建築課長の坂口でございま

す。 

 まず、本年度の定期監査の結果についてで

ございますが、公表事項はございません。 

 続きまして、決算について御説明申し上げ

ます。 

 歳入でございますが、説明資料の59ページ

をお願いいたします。 

 歳入の内容は、分担金及び負担金、使用料

及び手数料、国庫支出金、繰越金及び諸収入

でございます。 

 使用料及び手数料について、主なものを御

説明いたします。 

 ５段目の土地開発行為許可申請手数料につ

きましては、予算現額に対しまして156万7,0

00円の減になっております。これは開発行為

許可の申請件数の減に伴うものであります。 

 次のページ、60ページをお願いいたしま

す。 

 １段目の建築許可申請手数料につきまして

は、予算現額に対しまして235万1,000円の増

であります。これは許可の申請件数が見込み

より多かったためでございます。 

 ５段目以降の国庫支出金につきましては、

予算現額と収入済額との比較で２億87万円の

減となっておりますが、これは次の61ページ

の地域活性化・きめ細かな臨時交付金の繰り

越しに伴う減が主な理由でございます。 
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 次に、歳出について御説明申し上げます。 

 説明資料の63ページをお願いいたします。 

 土木総務費の不用額5,407万6,000円につき

ましては、県有施設の改修等に係る工事請負

費、設計管理委託費の入札残及び経費節減に

よる執行残でございます。 

 次に、建築指導費の不用額1,351万4,000円

につきましては、当課所管の法令に基づく確

認、検査事務等に要する費用における経費節

減に伴う執行残でございます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明申し

上げます。 

 附属資料の86ページから88ページをごらん

ください。 

 県有施設保全改修費の繰り越しにつきまし

ては、先ほど御説明いたしました地域活性

化・きめ細かな臨時交付金を活用したもので

あります。平成21年度の２月補正予算で計上

されまして、現在、設計が終わり、工事の発

注が始まったところでございます。これらの

工事はすべて来年の３月までに終了するもの

でございます。 

 88ページの４段目の建築物防災対策推進事

業についてでございますが、熊本市の事業が

翌年度に繰り越されたため、県の補助金124

万5,000円を繰り越したものであります。 

 以上で建築課の説明を終わらせていただき

ます。よろしくお願いします。 

 

○澤井住宅課長 住宅課長の澤井でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 まず、今年度の定期監査におきます住宅課

の報告、公表事項がございますので、最初に

御説明をさせていただきます。 

 報告、公表事項は、水俣市に建設いたしま

した県営月浦団地機械設備工事(その２)の設

計変更につきまして、「設計段階での検討不

十分、関係機関との事前打合わせがなされて

いない事項があり、現場での設計変更が多く

行われている。関係機関との事前打合せを必

ず行い、その結果に基づき当初設計を行うよ

う設計業者を指導し、不必要な設計変更をな

くすよう努めること。」でございます。 

 これは、受託した設計業者が、設計過程で

関係機関との事前協議や調査を行っているも

のの、内容確認や検討が十分でない項目があ

り、結果として設計変更を行ったものでござ

います。 

 今後は、事前協議や検討に十分時間をか

け、内容確認を行うよう設計業者を指導する

とともに、設計検収段階でのチェックを確実

に行い、再発防止に努めてまいります。 

 それでは、お手元の決算特別委員会説明資

料の説明をさせていただきます。 

 まず、歳入でございますが、説明資料の64

ページお願いいたします。 

 ３段目の県営住宅使用料ですが、調定額が

23億2,701万3,000円に対しまして、収入済額

が20億9,268万4,000円で、収入未済額が１億

8,270万8,000円となっております。 

 収入未済額が多い理由といたしましては、

公営住宅制度が入居対象者を住宅に困窮する

低額所得者といたしておりまして、昨今の厳

しい経済状況による収入の低下により生活困

窮等が加わったものと考えられることや、既

に退去している滞納者分の未収金が61.4％、

１億1,000万円余を占めているところでござ

います。 

 県といたしましても、今後とも滞納対策と

いたしまして、口座振替の促進等による滞納

発生の未然防止や短期滞納者への早期の納入

指導、さらには支払いに応じない悪質な長期

滞納者に対する法的措置の実施などに引き続

き取り組み、未収金の回収に努めてまいりま

す。 

 特に、長期滞納者に対する取り組みといた

しまして、６カ月以上または10万円以上の滞

納者に対する即決和解及び明け渡し訴訟の提

起、さらに判決を受けた者及び和解条項に違

反した者に対する積極的な強制執行を行うな

 - 12 -



第３回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成22年10月15日) 

どの滞納解消策を講じて、取り組みの強化を

図っているところでございます。 

 なお、県営住宅使用料の未収金のうち、９

月末日までに3,389万1,000円が収入済となっ

ておりまして、同日時点で未収額は１億4,88

1万7,000円となっております。 

 不納欠損額につきましては5,162万1,000円

でございますが、これは退去後、所在不明や

死亡などにより時効となったものでございま

す。 

 なお、予算現額との比較で7,089万1,000円

の増となっておりますのは、督促などの強化

により収入済額が見込みを上回ったためでご

ざいます。 

 同じく、４段目の県営住宅用地使用料です

が、これは県営住宅の駐車場使用料などでご

ざいます。調定額が１億7,485万9,000円に対

し､収入済額が１億7,148万1,000円で、収入

未済額が337万8,000円となっております。こ

の理由といたしましても、住宅使用料と同様

入居者の生活困窮などによるものでありま

す。 

 次に、長期優良住宅認定申請手数料です

が、長期優良住宅普及の促進に関する法律に

基づき、昨年６月から施行されました長期優

良住宅建築等計画の認定業務に伴う手数料で

ございます。予算現額と収入済額の比較で12

4万3,000円の増となっておりますのは、当初

見込みより認定申請が多かったためでござい

ます。 

 次に、国庫支出金ですが、65ページ３段目

から５段目でございます。 

 地域住宅交付金、地域活性化・公共投資臨

時交付金及び地域活性化・経済危機対策臨時

交付金で、予算現額と収入済額との比較がそ

れぞれに、上から１億4,258万4,000円、3,15

5万円、2,532万7,000円の減となっておりま

すのは、繰り越しに伴うものでございます。 

 また、最下段の各種住宅施策事業費補助

で、予算現額と収入済額の比較が2,392万5,0

00円の増となっておりますのは、家賃減額補

助の受け入れ増によるものでございます。 

 次に、66ページ２段目、お願いいたしま

す。 

 財産収入の土地貸付料の収入未済額が19万

3,000円となっておりますのは、県外在住の

債務者が死亡したため相続人に対しまして請

求しておりましたが、所在不明となったもの

でございます。所在確認の上督促を行い、未

収金の解消に努めてまいります。 

 次に、67ページをお願いいたします。 

 １段目、２段目の県営住宅敷金運用利子及

び県営住宅駐車場保証金運用利子におきまし

て、予算現額と収入済額との比較で130万6,0

00円､７万5,000円の減となっておりますの

は、運用金利の低下に伴うものでございま

す。 

 次に、３段目の住宅金融支援機構収入につ

きましては、同機構からの業務委託の対象と

なる災害復旧建築物等の工事費審査がなかっ

たためでございます。 

 次に、４段目の雑入において、予算現額と

収入済額との比較が260万2,000円の増となっ

ておりますのは、裁判予納金還付等の予算外

の収入の受け入れによるものでございます。 

 次に、歳出につきましては68ページをお願

いいたします。 

 ２段目の住宅管理費ですが、10億1,904万

7,000円の予算に対し、支出済額が９億5,152

万5,000円となっております。不用額2,857万

1,000円につきましては、管理事務費におき

まして、即決和解の実施及び高額所得者明渡

訴訟対象者の自主退去に伴い、訴訟件数が見

込みより少なかったことによる事務費の執行

残などでございます。 

 また、３番目の住宅建設費の不用額3,179

万5,000円につきましては、公営住宅建設事

業、公営住宅ストック総合改善事業の入札に

伴う執行残及び高齢者向け優良賃貸住宅供給

促進事業において、国の補助事業である高齢
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者居住安定緊急促進事業が、国から事業者へ

直接交付へと制度を変更されたことで、県予

算の一部が必要でなくなったことなどによる

ものでございます。 

 繰り越しにつきましては、附属資料の89ペ

ージから90ページでございます。 

 住宅課の繰越額計は３億6,160万9,000円で

ございます。 

 繰り越しの主な理由といたしましては、県

営住宅の維持補修等の工事におきまして、入

居者との工事スケジュールの調整や外壁の劣

化状況調査などで不測の日数を要し、やむな

く繰り越したものでございます。なお、９月

末日までにすべての事業が完了するところで

ございます。 

 以上で住宅課の説明を終わります。よろし

くお願いいたします。 

 

○高永砂防課長 砂防課長の高永でございま

す。 

 まず、定期監査の結果につきましては、公

表事項はございません。 

 続きまして、決算について御説明を申し上

げます。 

 委員会説明資料の69ページをお開きくださ

い。 

 まず、歳入につきましては69ページから71

ページまででございます。 

 69ページの分担金及び負担金につきまして

は、不納欠損額、収入未済額ともございませ

ん。 

 次に、70ページの国庫支出金でございます

が、不納欠損額、収入未済額はございませ

ん。 

 １段目ですが、予算額に対しまして17億2,

999万6,000円の減となっております。これは

主に22年度への繰り越しに伴う減でございま

す。 

 次に、71ページ、中ほどの繰越金につきま

しては、不納欠損額、収入未済額はございま

せん。 

 続きまして、同じ71ページ６段目の諸収入

でございますが、その下、７段目の雑入につ

きまして収入未済額が8,000円生じておりま

す。これは請負業者の倒産により契約を解除

した際、既に支払い済みの前払金に対して出

来高不足の返納金が生じたことに関連するも

のです。返納金については保証会社から県に

納入されましたが、その返納金に係る利息分

については業者からの納入となっているた

め、県に納入されずに収入未済となったもの

でございます。 

 次に、歳出につきまして御説明いたしま

す。 

 72ページをごらんください。 

 砂防費につきまして6,701万2,000円の不用

額を生じておりますが、これは国直轄事業負

担金の減及び経費節減に伴う執行残でござい

ます。 

 続きまして、繰り越しについて御説明を申

し上げます。 

 附属資料の91ページをごらんください。 

 91ページから104ページにかけて砂防課の

繰越事業を記載しております。 

 104ページをごらんください。 

 合計で103カ所、31億8,488万7,000円の繰

越額を生じております。繰り越しの主な理由

といたしましては、境界確定や相続に伴う登

記書類、地元関係機関との調整及び工法の検

討等のために不測の日数を要し、やむを得ず

次年度へ繰り越したものでございます。 

 以上で砂防課の説明を終わります。よろし

くお願いします。 

 

○馬場成志委員長 以上で土木部の説明が終

わりました。 

 11時５分まで休憩して、11時５分から再開

したいと思います。 

  午前10時59分休憩 

――――――――――――――― 
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  午前11時５分開議 

○馬場成志委員長 それでは、再開をしたい

と思います。 

 質疑に入りますのでどうぞ。 

 

○中原隆博委員 若干おくれてまいりまし

て、申しわけございません。 

 ちょっと先ほどの冒頭の説明の中で、執行

残とか経費節減というのは、これは不用額と

してそれはそれなりに評価したいと思うんで

すけども、特に繰越額というのが515億円を

超えるというような状況の中で、私が常々思

うことなんですけど、用地交渉というのがな

かなかまくいかないと、これで非常に難を来

しているということは、これはきのうきょう

のお話ではございません。 

 そういう場合に、これ１年度で解決できる

問題であればいたし方ないにしましても、10

年たっても、また執行部の皆さんあるいは土

木事務所の皆さんが努力なさっていても、10

年かかってもうまくいかないということがあ

るわけです。 

 それは遺産相続の問題そのほかあるからと

いうことはわかっているんですけど、その間

にそういう道路拡幅とかなんとかで、10年近

くにわたって何回となく出会い頭の事故とか

起こっておるわけです。 

 だから、私も現場に行って、それは何とか

強制収用できないですかと、うん、それは自

分の土地を譲りたくないという気持ちはわか

らぬじゃないけども、そういうところで何回

も事故が起こっていると、これが大きな事故

という形になると、これは県もその責任を問

われるような状況も生まれてくる可能性だっ

てありますよということを、10年以上申し上

げてきた経緯もあるわけです。 

 だから、そういうときの用地交渉が難を来

してどうしようもないときに、例えば来年の

３月に新幹線開業とか、そういう場合には強

制収用もできますでしょうけど、それ以外の

ときの強制収用というか、そういう手段を、

時と場合によってはやっぱりすべきじゃない

かという気持ちを常に私は持っているんです

けど、その辺に対する回答はどうなんでしょ

うか。 

 

○馬場成志委員長 用地の問題ですね。どう

ぞ。 

 

○佐藤用地対策課長 用地対策課の佐藤でご

ざいます。 

 今おっしゃられましたように、事業開始か

ら相当年月がたって…… 

残っている分については、一応収用の手続

に入ることもあわせて検討しながら進めてい

きたいと思っております。その前に、一応事

業認定を取りましてそれから収用の手続に入

っていくというような、余り長くなるものに

ついてはそういうことを検討していかなけれ

ばならないというふうに思っております。 

 

○中原隆博委員 今おっしゃるように、やっ

ぱり交通事故とか、そういう形で出会い頭の

事故とかあるようなところは、やっぱり繰り

越しという形ではなくて、ある程度、10年だ

ったら10年で期限を切って、そういう形に改

めるべきところは改めていかなきゃならない

なというふうに思うんです。 

 だから、細部にわたったお話はまた個別に

さしていただきたいと思いますけど、そうい

う形での繰り越しが何年も続くということに

なれば予算そのものが打ち切られるわけです

から、ぜひそういうところを御検討いただき

たいと思います。 

 

○鬼海洋一委員 関連でいいですか。今年度

の、今指摘がありました翌年度の繰越額、極

めて大きな額が繰り越されるわけですね。そ

れぞれ各課にわたるものですから一概には言

えないかもしれませんけれども、特に今年度
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の状況を見てみると、例えばこれは緊急経済

対策の関連もあるんじゃないかというふうに

思うんですが、支出額がずっとゼロですよ

ね。ゼロ、ゼロ、ゼロ、ゼロということで、

掲載されているものがかなりありますね。 

 例えば、県道の修理費、これは37ページ、

21年度の執行額がずっとゼロ、ゼロがぱーっ

と続いているわけです。それからやさしい道

づくり事業費、これも41ページからずっと21

年度執行額がゼロ、ゼロ、ゼロと。「工事箇

所の決定に不測の日数を要したため。」とい

うことで、連続で続いております。それか

ら、45ページもずっとゼロということで、同

じ「日数を要したため。」。 

 これは経済対策に係る予算執行の面ではな

いかというふうに思うんですが、今年度余り

にも予算現額とそれから翌年度繰越額、つま

り執行率というのが極めて率としては小さく

なっていると、こういう傾向にあるわけです

が、あとでもう一回質問しますけども、この

傾向についてはどなたでしょうか、ひとつ総

括する立場で、どういうふうにお考えなのか

というのをまず１点お伺いしたいというふう

に思います。 

 これは用地対策課じゃない形で…… 

 

○野田土木技術管理室長 土木技術管理室で

ございます。 

 繰り越しの件でございますけども、委員が

おっしゃいましたように、昨年度は６月に28

6億円の補正を組んでおります。それと、２

月に75億円の補正を組んでおります。当然、

２月の補正につきましては13カ月予算という

ことで、これは繰り越しを前提にしてやった

ということで、これは丸々繰り越していま

す。 

 合わせて300億円以上の補正があっており

ますけども、そういう関係で、本年度は大体

176％ということで昨年に比べて極端に増額

しております。今までの傾向としましては、

どちらかというと減少する傾向であったわけ

ございますが、昨年度は補正予算の関係があ

って増額しております。 

 この繰り越し516億円でございますけど

も、総じて申しますと、現在80％ほど契約し

ておりまして、まあ２割方まだ残っていると

いう状況でございます。その中で、今おっし

ゃいましたページにゼロというのがございま

すけども、これはそのうちの２割だと思うん

ですが、それぞれの特殊事情で残っているん

ではないかというふうに、個別の事情をのぞ

きますと、総じてそういうふうな状況ではな

いかというふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○鬼海洋一委員 特徴的に言えることは、つ

まり今年度の事業予算の計画上の特殊な年度

であったということが、これほど多額の繰り

越しを出したという一つの要素であるという

ふうに理解してよろしいですか。 

 

○馬場委員長 昨年度ですか。 

 

○鬼海洋一委員 昨年度ですね、21年度で

す。 

 それであっても、特にこの中で繰り越しの

理由として、なかなか用地買収がうまくでき

なかったというようなこともかなりここに記

載をしてあるんです。私はいつも宇城の中の

事業予算説明会の中で申し上げるわけですけ

ども、一つの事業の用地取得に向かう、私た

ちそういう事業をつくった、あれを常に要望

しながら、ようやく事業が予算として計上で

きたというふうに安心をしておると、用地買

収がうまくいかなくて、その事業が２年も３

年もできないと、こういう状況のもとでまた

失望に変わるわけですし、あるいは地元の方

からも相当大きな新たな要望というのが出て

きまして、サンドイッチ状況になって政治家

は一番に困るわけですが。 
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 そこで、この用地買収のあり方の問題、手

法の問題といいますか、かつて、私たちが20

年ぐらい前は、みんなある意味で、用地買収

に当たる人たちが何か責任感というか、これ

はやらなきゃと、専門家としてのプライドと

いうか、それにかけてもこの買収やり上げる

ぞというような気迫、そしてそのためにはど

こをどうつぶしたら用地買収できるだろうか

という工夫、そういうものがあったようにず

っと見受けてきたわけですが、最近はちょっ

と足りぬとじゃないかなと、用地対策課長が

おられる中でまことに申しわけない話ですけ

ども。 

 そういう意味で、１年１年の繰り越し、買

収未済、こういうものに対する事業をしよっ

て振興局単位での反省、そういうものがなさ

れているかどうか、もう少し工夫の余地があ

るんではないかというふうに感じているわけ

ですが、その辺いかがでしょうか。 

 

○佐藤用地対策課長 用地につきましては、

今委員がおっしゃられたようなことで、地権

者の方も職員の方も、その事業の意義につい

てよく理解して入った方が一番いいんだろう

と思うんです。 

 今、繰り越しの一番主になっていますの

が、建物の移転関係が大体主なものじゃない

かと思います。建物の移転で例えば、その事

業の予算がついて、交渉に入って、それから

できまして、例えば移転していただくという

ことになりますと、そこの土地の農地転用許

可とか開発許可とか、それから造成とか、そ

ういうものをしまして、その後建築確認を取

って建築を始めるということになりますと、

やっぱり当年度に入ってから、３月31日まで

に建物の移転を完了するというのはなかなか

厳しいところもございます。 

 その辺のところについてはなるだけ前の年

度からとか、そういうところから交渉を始め

るとか、いろいろな工夫があると思いますけ

れども、今振興局単位でどういうふうな問題

があるかというのは、振興局の用地課からの

いろいろな隘路あたりの調査は今しまして、

解決策を検討しているところでございます。 

 

○鬼海洋一委員 例えば、その事業の必要性

については県だけではなくて、つまり地方の

生活の利便の問題が関係するわけですから、

市町村と共通の思いの事業になるわけです

ね。ですから、例えば市町村の担当課あたり

とも相談をしながら、この未買収地域を、こ

んなのは問題であるけれども、人との関係も

ありますからどうやったらできるかというよ

うな、つまり１年を振り返りながら、なぜこ

の繰り越しが出たのかという意味での総括あ

たりを時にはやる必要があるんじゃないかな

というふうに思っています。 

 場合によっては、買収部分についてはどこ

か別の機関をつくって、そこで買収をやって

もらうとかというような組織・機構上のあり

方の問題として、この問題については改善を

する余地があるるんじゃないかなというふう

にずっと思っておりましたので、せっかくの

決算委員会ですから申し上げましたが、ぜひ

そういう意味で御検討いただきたいというふ

うに思います。 

 

○内野幸喜委員 確かに、用地については、

それぞれのケースでいろんな事情があると思

うんです。やはり地権者の方と少しボタンの

かけ違いで長引いたり、長期化したりとかい

ろんなケースがあると思う。ですから、私は

やっぱり用地交渉については、今鬼海委員が

おっしゃったとおり、ある程度専門的な部署

みたいな形で特化していった方がよりいいん

じゃないかなと思うんです。 

 地権者との信頼関係というのが何よりも大

事なんで、そこが一回ちょっと変な形になっ

てしまうと、なかなか個人の私情が入ったり

とかして長引いたりとかすると思います。 
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 これも要望という形で、今と大体同じ意見

です。 

 

○児玉文雄委員 関連ですが、確かに今まで

言われたことは、工事をする上において問題

点ばかりあります。もう一つ、もう少し早く

入札をする前にやっとけばいいことがあるん

です。よく聞くことは、電柱の移転ですよ。

――電柱の移転。工事を発注してからこれを

九電に言うわけですね――先生がお隣におら

れるけど。 

 九電の人が言うんです、入札をするとわか

っとるなら、もう少し事前に出してくれない

かと。だから、入札を発注してから出すから

３カ月ぐらいおくれるわけです。九電から移

転の許可と、向こうから来て移転をする事業

は、これはわかっていることなんです。 

 よく私は現役の時代に、――現役という

が、これは木材の方だったんですが、県有林

を入札する、その山が保安林指定を受けてお

る、すると売る方が当然保安林解除をしとか

なきゃならない。それを、売ってから保安林

の解除をするもんだから、全く今九電の話と

理屈は一緒なんですが、これはやっぱり入札

を執行する方が事前に九電にお願いをする

と。これは、入札を受注してから必ずこの問

題に引っかかるんです。やっぱり繰り越しを

してもらわなきゃならないとかなんとかいう

ことが出る。これは皆さん十分知っとるはず

です。ぜひそちらの方もお願いします。 

 

○猿渡道路整備課長 道路整備課でございま

す。 

 委員おっしゃるとおり、そういうケースも

ある――なくはないというふうに思っており

ます。ただＮＴＴとか九電とかにつきまして

は日ごろからいろいろ打ち合わせをやってお

りますので、そういう機会をとらえながらし

っかりやっていきたいなというふうに思って

おります。確かにあると思いますので、その

あたりはしっかり指導をしていきたいという

ふうに思います。 

 

○馬場成志委員長 今幾つか指摘があったこ

とで、ちょっと気を先回りして使えばやれる

部分があると思いますので、もう一回精査し

ていただいて、今後に生かしていただきたい

というふうに思います。 

 ほかに……。 

 

○児玉文雄委員 この説明資料を見ると、最

近不納欠損金であるとか、収入未済とか、こ

れが何かふえてきているような気がします。

そうして、その原因が経営不振、倒産、夜逃

げ、こういうのが原因として説明をきょうさ

れておるんですが、熊本県はたしか平成12

年、潮谷さんの知事のときから、経営再建、

財政再建ということで、土木部は年３％のコ

スト縮減をやっているわけですね。それは12

年ぐらいからだったと思います。私が記憶し

ておる範囲内では、８年間３％下げて２割４

分・24％下がっておるわけですね。 

 また、今の入札を見ていると、85％を割っ

ている可能性があるわけですね、予定価格の

85％。それで、24％と15％を足せば約40％な

んです、予算から、予定からですね、入札の

幅が約40％。そういう入札を、何か物価が下

がったとか――昔はあれは物価版といいより

ましたですか、あれに基づいていろいろの単

価が決まってきておった。現在はコスト縮減

ということで24％は強制的に下がっているわ

け、理由なく。その点について、何か下げる

要因があって下げたのか。ただコスト縮減で

下げたのか。 

 きょうは入札制度のことまでは時間がない

から余り言いませんが、県の今の落札率です

ね、平均、たしか85％を割っております。そ

ういうことについてちょっと答弁をお願いし

ます。 
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○古里監理課長 落札率の話でございます

が、これは既にホームページ上で公開してお

りますが、ちょっと……。 

 落札率でございますが、高い時期が96％と

か97％とかそういうところで、御存じのよう

にいろんな入札改革関係の見直しを行いまし

て、一番低くなって93％ぐらいがあります。

実は今入札改革とおっしゃいましたが、最低

制限価格の見直しを２度ほどやっておりま

す。若干上がりまして、今94％ぐらいで推移

していると、一たん下がったものが少し上が

ったという状況でございます。94％です。 

 

○児玉文雄委員 課長、それはおかしいんじ

ゃないか。ことしの数字を出してごらん。94

％なんていう落札率があるかい。何ば見とっ

とかい。 

 

○古里監理課長 済みません。土木部の平均

で、21年度の平均が93.7――約94％というこ

とです。 

 

○児玉文雄委員 だから、私はことしの方を

言っているんだけど、去年も私は90％、そん

なにいかないと思っているんだけどね。去年

でも90％ぐらいじゃないかなと思うんだけど

ね。 

 それと、監理課長、私が言うたように、コ

スト縮減で私は24％下がっていると思うんだ

けど、それはどうなっているのか。その理由

があったのか。 

 

○古里監理課長 県、土木部の方で建設産業

の振興プランというのをことし見直しをいた

しました。その中で、建設業会の各支部を私

回りまして、その各支部の支部長さんと意見

交換をしてきたわけですが、その中でお話が

ございました県の積算基準、例えば労務単価

で――これはおっしゃったことなんですが、

この７年で３割とか、そういうふうに下がっ

ているんではないかというふうお話。 

 児玉委員がおっしゃるのは、私ども県の積

算単価というのは、国の基準に応じまして歩

掛かり、単価、資材、価格等を積算している

わけでございますので、20数％というのは、

そういういわゆる業者さんの感覚ということ

で感じております。 

 

○児玉文雄委員 例えば人件費、一般労務者

の人件費、前は１万5,700円あったんです、

単価が。今１万1,700円なんだよ。4,000円下

がっているんですよ、4,000円。下がるだけ

の理由があってあなた方は下げたのか。ただ

銭が足らぬから、コスト縮減のために下げた

のか。工事を受注した業者の経営とかなにか

は全く考えてなくて下げておると、私はそう

いう感じがする。 

 だから最近、去年でも構いませんが、数字

をちょっと出してもらいたいのは、建設業の

倒産は去年でどれだけあったのか、下げたそ

の理由たい。毎年、月日がたって、本来なら

上がらなければいかぬのを、そんなに人件費

だけでも4,000円下がっておりますから、ち

ょっと答えてください。 

 

○野田土木技術管理室長 技術管理室でござ

います。 

 労務単価の件でございますけども、労務単

価は国土交通省と農林水産省の、国が毎年９

月から12月にかけて、実際に支払われている

単価の調査をいたしまして、それを年度当初

に、国の方から幾らだというふうなことで県

の方に来ます。その支払単価というのは、先

ほど申しましたように国が調査いたしまし

て、実際に建設の工事で支払われている金額

をもとに算定しているという状況でございま

す。 

 その結果、負のスパイラルといいますか、

だんだん事業が縮減する中で、実際に支払わ

れている労務費が下がっているというふうな
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状況を反映した結果、児玉委員がおっしゃい

ましたように下がっているという状況である

というふうに把握しております。 

 

○馬場成志委員長 今１万5,000円から4,000

円下がったっておっしゃったでしょう。それ

は一遍に下がったということなのか、それと

もその中でどういう経緯で下がってきたんで

すか。 

 

○野田土木技術管理室長 徐々に下がってき

ておるんですが、５年ぐらい前に極端に下が

りまして、今はちょっと安定しているという

ふうな状況でございます。 

 

○児玉文雄委員 そういう国土交通省が言っ

たから、何がどうだったからと、私はそうい

う理由は聞いていないんだ。今入札制度の中

でも、国土交通省と県がやっていることで違

っていることはあるでしょう。 

 今、例えば人件費１万1,700円で、労災を

まず払わなきゃいかぬ、保険料を払わなきゃ

いかぬ、これは会社が半分、個人が半分、半

々で払うんです。そういうのを差し引いたと

き、従業員の方々が取れるお金はどれぐらい

になるかと、一回どま計算したことがあるん

ですか。 

 

○馬場成志委員長 今の質問に対しては、国

が実際幾ら払われとるかというのを調査した

ことが前提になっておるというふうに思いま

すけども、それはどういう形でどれぐらいや

っとるのかということを聞かぬとしゃが、多

分委員は納得なさらぬと思うですよ。 

 

○野田土木技術管理室長 技術管理室でござ

います。 

 労務単価につきましては、委員おっしゃい

ましたように、その後に社会保険料とか、今

１万1,000円に上乗せしてそういう経費がか

かります。その経費につきましては、工事費

の諸経費の中で積み上げられておりまして、

それは大体1.5倍ぐらいになるそうなんです

けれども、実際には会社というのはそれ以上

に、保険料であったり、社会保険料であった

りいろいろかさんできます。その分は経費の

中に入っておりますので、今１万1,500円と

いうのはそれを除いた額というふうなことで

ございますので、実際に設計に入っている金

額というのはそれも入っているというふうな

ことでございます。 

 

○児玉文雄委員 では、なぜ最近建設業の倒

産、人員削減、これが行われているかと。人

員削減を各会社が今のようにやってもろうた

ら中山間地、田舎の雇用はないんです。何い

っちょないんです。企業誘致なんて、うちの

山都町なんて何十年もだれも来ていない。昔

からあった縫製工場とか、そういうのは全部

倒産または逃げ出してしまった。 

 そういうことも考えずに、ほんなら土木技

術管理室長に聞くが、24％ぐらい下げたとい

うことも事実ですね、潮谷県政のとき、平成

12年から３％ずつ下げたでしょう。コスト縮

減で毎年下げとるんです。２回や３回じゃな

いはずなんです。そんなら、その24％も経費

の中に入っとるというんですか。 

 

○古里監理課長 先ほど倒産についてお問い

合わせがございましたので……。 

 熊本県内の1,000万円以上の倒産状況でご

ざいますが、ちょっと変な言い方ですが、大

体年間に120から130件。平成14年に180件、

ちょっとふえております。その後ちょっと落

ち着きまして、実は平成20年に172件でござ

います。昨年度は127件ということです。 

 建設業関係は大体そのうちの４割前後とい

う状況でございます。20年の場合172件倒産

があっておりますが、その際は76件でござい

ます。昨年127件でございますが、建設業は4
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9件。本年度は、これは８月末の状況でござ

いますが、37件倒産がございまして、そのう

ち建設業が13件、35％――３割５分というよ

うな状況でございます。 

 

○児玉文雄委員 倒産といえば、やめた人

は、自主廃業した人はカウントしていないん

ですね、それには。自主廃業もあるんです。

それはあなたたちが熊本市、特に自主廃業は

熊本市の業者の中で、ある程度今ならば手形

決済からなんから全部やってしもうても、丸

裸にはならないというような優良企業の方が

自主廃業しておられるわけです。 

 それと、私は来年は倒産がものすごくふえ

ると思います、来年は。その次はまだふえ

る。私も地元で、来年度はこれは危ないねと

いうごたっとがはっきりいうて何社かある。

ただ、今落札が予想がつかない、落札が。や

っぱり事業計画というのを業者は立てるわけ

ですね。１年にあすことあすことあすこを取

って、大体どれぐらいすると。今県が前渡金

４割ですか、この予定が狂うてくると、前渡

金を先食いしているわけです、先食い。それ

を払うためには無理やり取らないと次の前渡

金が来ないというようなこと。 

 監理課とか技術管理室あたりは、そういう

ことを考えたことはあっとね。 

 

○馬場成志委員長 この件に関しては、本当

に地域の実情をわかってくれというのが、ま

ず児玉委員の皆さん方に対する意見です。全

体的なことに関しては、これは財政再建戦略

の中で、皆さん方ももっと仕事を取りたいと

いうような中で、実際さっき執行残の話も出

ましたけど、執行残がこれだけ出ているとい

うのは、皆さん方が去年おととししっかり頑

張って国に対して予算を取ってきたというこ

と、ここは胸張っていいところです。 

 そうして、その中で、全体的な財政再建戦

略の中で今おっしゃっとるような状況が来

る、そして来年からはもっと厳しいような状

況が来るという中でしっかり考えてくれとい

うことですので、これはしっかり受けとめ

て、また後ほどいろいろ意見交換したいとい

うふうに思います。 

 

○児玉文雄委員 できるなら、これは我々も

地域の県議会議員として、地域がどんどんど

んどん疲弊していくのは見るに見かねる。こ

の問題はまだ幅広いんです。私が言うたのは

ほんな一部です。入札制度からなんからずっ

ともう少し考えてもらわなきゃいかぬことが

ある。 

 きょうは決算だから、不納欠損金とかなん

とかそういうのをやっとる。しかし、これが

出てきましたということは、私の今の質問と

もつながってくるような問題があると思うわ

けです。 

 だから、委員長、この建設業問題、本県に

とっては一番大事な産業なんですね。これに

ついては決算委員会とは別に一回会合を持っ

てもらうと、そしてもう少しまともな答弁が

できるよう勉強してください。ただ、予算が

幾らだからはい幾らですと、そういうやり方

じゃなくて、本当に我々としても内容が把握

できないような今入札制度そのものもありま

す。こういうことをしよったら絶対だめにな

る。 

 

○村上寅美委員 委員長、ちょっと関連で

す。 

 鷹尾君、それから部長、要望でよかけん

ね、サブプライムとかいろいろいうてどの業

界も疲弊しとる、これは言える。これも言え

るけど、建設業というのは今児玉委員が言わ

れるように、地方によってはやっぱりオーナ

ー的存在であったのが倒産に導かれていると

いう現実があるわけだ。国の基準は基準とし

てそれは多としても、現実があるわけだ。 

 しかし、熊本県は知事を筆頭としながら
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も、熊本県の経済浮揚を君たちも僕らも考え

なくちゃいかぬという段階で、それは地域に

よっては99％もあれば90％も95％もあろうけ

ど、地域によっては70％とか80％とかという

ところもあるわけよ。だから、やっぱり熊本

県として、他県もよく見て、そして他県のい

いところは取り入れるというような形にし

て、トータルでいうならやっぱり最低制限を

上げること、最低を。そして、政治介入云々

というなら、抽選でんなんでんせい。 

 ただ、飯を食わせにゃでけぬ、トータルで

いうなら。それを今児玉委員はいろいろな―

―おれは勉強しとらぬけん局部的なことはわ

からぬけど、トータルでは、建設業は――う

ちの幹事長が言うんだから、もうどうしよう

もないけん、兄貴か弟か知らぬばってん、違

うほかの仕事ば考えにゃいかぬて、そういう

ことじゃいかぬと思うたい。 

 苦しみは苦しみでともに苦しみながらもや

っぱり育てる、育成という地場企業という見

地で今後検討をしてもらいたいということ

で、答弁は要りません。 

 

○馬場成志委員長 ほかにありませんか。 

 

○大西一史委員 少し関連するといえば関連

するんですが、例えば５ページのこれは監理

課、工事請負契約等の解除に伴う違約金が収

入未済になっていますね、74万円。収入済み

というのが1,913万4,000円ですから、その違

約金のうちの多分これはあれされていると思

うんですが、今お話がそれぞれ先生方からあ

っているように、経理状況が非常に悪いとい

う状況の中で、当然県が発注するような公共

事業、そういったものに対して、ある程度企

業の予審というものがしっかりしていなきゃ

いけないと、企業情報の把握、そういったも

のも当然されていると思うんです。 

 こういうことというのがされていて発注を

する、だけれども請負業者が倒産するために

こうやって違約金を払ってもらう、しかし収

入未済が出てくる、これどういうことなんで

すか。予審がちゃんとできていないというこ

とじゃないですか。どういう審査をやってお

られるのかということです。 

 

○古里監理課長 建設業関係につきまして

は、御存じのとおり経営事項審査ということ

で毎年度審査をやっております。私どもとし

ては、ここの監理課の中でそういう審査業務

をやり、いわゆる経営体としての適正、こう

いうものをきちんと見分けながら、指名なり

入札の参加をお願いしているという状況でご

ざいます。 

 その中でもこういう――不幸といったら申

しわけありませんが、こういう経営不振に陥

った中で、それなりの一定の企業努力をされ

ていた中でこういう事態が発生したというの

は、私ども本意ではございませんが、そうし

た場合であってもやはり県の収入に契約とい

うことでやっておりますので、違約金、そう

いう前払金等に伴う利子、こういうものはや

はり規定上きちんといただくというふうなこ

とが、県の収入確保というために必要かなと

いうふうに思っております。２面の側面があ

るのかなと思っております。 

 

○大西一史委員 ただ、やっぱり経営事項審

査なんていうのは、莫大な時間とコストと、

執行部側も人的な労力、企業側もばかなよう

に資料をつくってやると。ところが、こうい

う、私は以前、随分昔、８年ぐらい前にこれ

を本会議でも指摘さしていただいたんですけ

れども、それはＸ点、Ｙ点、Ｚ点とございま

すね、経営事項審査。これで経営が優良だと

言われたところで倒産があっとるというよう

なことで、実態と経審の点数だとか、そうい

った状況というのは違うというところが非常

に問題ではないかなというふうに思っていま

す。 
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 やっぱりその辺が実態とかけ離れているか

ら、先ほどの議論のように、実際に労務単価

の認識なんかについてもやっぱり異なる。私

たちが直接現場で聞いていることというの

は、かなり厳しいことを聞いています、正直

言って企業の皆さんだって確かに。 

 しかし、やっぱり同じように経営事項審査

をし、これは法的にある程度義務づけられて

いるとはいえ、その辺のあり方というのも考

え直さないと――違約金がものすごく多いと

いうわけじゃないですね。多いというわけじ

ゃないけど、請け負った企業が倒産するとい

うケースは過去数年来ずっとあってきていま

す。 

 そういうことを防いでいかないと、結局は

不納欠損を処理するというのは、県民の税金

からまたそれを処理せにゃいかぬ。きちっと

した業者さんがきちっと運営している、請け

負ってやっていけるというふうにするという

ことと、それと同時にきちんとした予審、審

査をするということが大事かなというふうに

思いますので、その点は十分考えていただき

たい。 

 それと同時に、例えば保証人とか保証機関

とかあるはずです。その辺はどうなんです

か。例えば、請け負った企業が倒産をすると

いうような場合の保険であるとか、そういっ

たものというのはあるんじゃないですか。ど

うなんですか。あるはずでしょう。どうなん

ですか。 

 

○古里監理課長 例えば、いろんな経営のあ

り方といいますか、経営状況の把握、そうい

うものについては、先ほど若干申し上げまし

た今回の建設業の振興プランの中で、いろん

なそういう信用を測るものとして、例えばい

ろんなマーケットでの信用度合いはどうなの

かということで入札ボンドというのがござい

ます。そういうものを今後引き続き利用して

いくということも考えられるんではないかと

いうふうなことを、プランの中で今後の要検

討ということで打ち出しております。 

 それから、保証に関して言えば、やはり建

設業の皆さんについては、西日本建設業保証

株式会社などとか、そういうところの保証を

いただきながら、そこで保証を担保されがら

県の入札の方に参加していただけるというふ

うな状況でございます。 

 

○馬場成志委員長 続けて。それはむだに不

納欠損が出とるわけですな。 

 

○大西一史委員 収入未済ですね、ここのと

ころは。 

 

○古里監理課長 済みません。この違約金の

分について申し上げますと、これは監理課の

方で把握しているんですが、通常ですと入札

保証金をいただきますが、工事の場合300万

円未満、それから設計の場合200万円未満に

ついては、契約保証金をいただいておりませ

ん。 

 いわゆる小規模であっての工事、設計だも

んですから、その中でより零細な方の、取ら

ないというのは零細な方の保護ということが

あるんですが、結果として倒産と経営不振に

陥った場合、こういう事態が発生した…… 

 

○馬場成志委員長 それは300万円……。 

 

○古里監理課長 工事の場合は300万円未満

でございます。 

 

○大西一史委員 ただ、こういう収入未済に

ついては、最初の部長の説明の中でも、解消

に努めていくよということなんですけど、随

分こういうケースは今いっぱいありますね。

見せていただく中で、本当に徴収することが

可能なのかなと。一部不納欠損というような

ことで消滅時効が完成していたり、あるいは
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どこだったか、港湾課だったかな、不納欠

損、滞納処分の執行停止に係る納入事務の即

時消滅を決定したりとかということで、その

時効が成立したりいろいろするわけです。 

 そういうことを考えると、こういった全般

的な収入未済ですね、収入未済自体は、20年

度と比べると減ってはいるんです。20年度は

３億2,040万円なんです。ところが、21年度

の決算は２億4,930万9,000円なんですね。だ

から若干減っている。ところが、不納欠損は

大幅にふえていますね。20年度2,558万1,000

円だったのが、21年度は先ほどの説明で5,57

7万3,000円。もちろん、その大きな部分とい

うのは、県営住宅の使用料が一番大きいのか

なというふうに思いますが、やっぱりどんど

んどんどんふえてきている。 

 こういう状況を考えると、今ずっと説明を

いただいた収入未済の債権管理というんです

か、こういったものをもっときちっとトータ

ルで把握して、そしてちゃんと取れているか

取れていないかというのを計画的に、督促状

の送付とか、電話や面談による督促、所在確

認調査、資産調査の実施、夜間休日徴収を実

施するなどということで、収入未済の解消に

努めるというふうに部長はおっしゃいました

けれども、それがきちんと体系的にやられて

いるのかどうなのか。ケースによっては、こ

れはＡＢＣＤランクをつけて、これは非常に

やばいと、まずいというものがあるというこ

と、そういう認識の中でやっていかないと、

後はただ単に消滅時効を待つというようなこ

とではいかぬのじゃないかなと思うんです。 

 そういうことでの全体的な管理をする、債

権管理をしていく必要があるんじゃないかな

というふうに思いますが、その辺に対しての

見解をお聞かせいただきたいと思います。 

 

○古里監理課長 未収金につきましては、土

木部だけじゃなくて、県庁全体の課題として

大きく今取り上げられておりまして、土木部

としてもこういう全体的な管理をいかにする

かということで、今考えているところでござ

います。 

 ただ、未収金の中身というのが、それぞれ

各課で担当をしておりまして性格が、こう言

っては申しわけないんですが、ちょっと違う

と。住宅の場合、それから私どもの場合、い

ろんな対個人の方を相手にする場合とか、企

業であったりとか、そういう債権回収の手法

とか考え方、そういうものをきちんと整理し

て、体系的に今後未収金の対策に当たってい

く必要があるというふうに、大きな課題とい

うふうに土木部としてもとらえているところ

でございます。 

 

○大西一史委員 いずれにしても、ずっと見

ていても、収入未済がどれだけ来年解消され

るのか、それは私もしっかり見ていきたいと

いうふうに思いますけれども、それも強くお

願いしたいんですけど、例えば滞納処分であ

るとか、こういったことも含めてそういう管

理というのに対する意識の甘さというのが、

ずっと毎年毎年同じように何千万も何億も不

納欠損と収入未済を生んでいるわけです。こ

の体質というのは全く変わらぬわけです。 

 私、去年の委員会の議事録持ってきて、皆

さんの説明聞きながらずっと読んでみるとほ

とんど同じですね。数字が若干違うだけでほ

とんど一緒なんです、読んでみて見比べてい

ただければわかりますけども。 

 やっぱり、ずっと漫然と、例えばそういう

処理ができずに漫然としているというふう

に、これは言わざるを得ないような状況にな

っているというふうに私は思います。だか

ら、その辺に対する態度については、厳しい

態度で臨んでいただきたいというふうに思い

ます。 

 それと、済みません、もう一つ、細かい話

で恐縮ですが、さっきちょっと言いましたけ

ど、37ページの重要港湾使用料の不納欠損処
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理をされていますが、177万円ですかね、こ

れの不納欠損理由が「滞納処分の執行停止に

係る納入義務の即時消滅の決定」というよう

なことなんですが、これは相手先とどういう

状況だったのかちょっと教えていただけませ

んか。 

 

○潟山港湾課長 港湾課でございます。 

 今委員の御質問のありました37ページの重

要港湾使用料177万円の不納欠損についてで

ございますが、これは三角港の、以前三角島

原フェリーというのが三角港から島原港に就

航していたんですが、これが11年４月に就航

しまして18年８月に航路を廃止されました。

この三角島原フェリーが倒産したことによ

る、18年度分の可動橋使用料の分でございま

す。 

 

○大西一史委員 この滞納処分の執行停止に

係る納入義務の即時消滅の決定をしたとい

う、その決定の根拠というのは何ですか。背

景と根拠、あと根拠法律、これは民法上の債

権ですよね。 

 

○潟山港湾課長 ちょっとお待ちください。 

 

○大西一史委員 何か時間がかかりそうなの

で、後で説明できますか。 

 

○潟山港湾課長 はい、わかりました。 

 

○馬場成志委員長 後で……。 

 

○潟山港湾課長 後で説明いたします。 

 

○大西一史委員 いずれにしても、これは何

が言いたかったかというのは、こういう処分

に関する法的な整備というのがどういうルー

ルでやられているのか。さっき言ったことと

実はつながっているんです。漫然としとるん

じゃないかと。だから、即時消滅を決定する

ということは、それなりの合理的な理由がな

ければならないわけです。それでなければな

かなか認められぬわけです。 

 だから、今の段階では細かいことはまた後

で教えていただきたいと、各先生方にも教え

ていただきたいというふうに思いますけれど

も、そういうことをきちっと説明ができるよ

うにしてもらわないと、決算で細かく審査し

ていく中で、収入未済、不納欠損、はいこれ

だけですよと言われて、その理由とか相手先

とか、これはもう少し詳しい資料が私は出て

くるべきだと思います。 

 いろいろなプライバシーとか、相手先の不

利益に当たるようなことがない限りは、別途

一覧にでもしてやるとか、これは監査のやり

方もどういうふうになっているのか知りませ

んけど、去年の資料はちょっと少し、備考欄

にちょこっと１行、２行書いてあるぐらいで

私納得できないというふうに思いますので、

その点はお願いをしておきます。 

 

○内野幸喜委員 関連してよろしいでしょう

か。今の大西委員のところの港湾使用料、そ

の会社がどういう整理をしたのかわからない

んですが、破産したとか、例えば不納欠損

額、今お示しのとおり177万円。恐らく多少

は配当というんですか、そういったものがあ

ると思うんです。滞納分が本当は幾らあっ

て、うち幾らが不納欠損になりましたとい

う、そういう丁寧な説明があると私もよりわ

かりやすいなと。これだと、丸々滞納分が入

ってこなかったというふうに受け取りがちな

んです。その点がわかればですね。 

 今難しいんであれば、今後そういう形の記

載方法をしていただくと、よりわかりやすい

なと思います。 

 

○馬場成志委員長 まとめて答えて。 
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○潟山港湾課長 わかりました。 

 

○馬場成志委員長 ほかには。 

 

○増永慎一郎委員 関連して。64ページなん

ですけど、県営住宅の使用料の収入未済額の

部分なんですけど、予算現額と収入済額の差

の理由ということで、「督促等の強化により

見込額を上回ったため」というような書き方

をしてありますけど、もともとの予算現額の

出し方というのをちょっと教えていただきた

いんですけど、県営住宅の使用料の予算現額

の出し方ですね。 

 

○澤井住宅課長 使用料につきましては、そ

の年に入居者の数とか、あと過去退去された

方とか、そういった金額をもとに一応予定を

組むということで予算現額を組み上げており

ます。 

 

○増永慎一郎委員 今入居者が本来収めるべ

き額の積算じゃないんですか。 

 

○馬場成志委員長 見込額のそれを強化した

ことによって上回るとか、上回らないとか、

その辺のことについてどうなんだということ

です。固定したもんじゃないのかということ

も含めてですな。 

 

○増永慎一郎委員 要は、未済額になる部分

も入れて、また今まで未済額になった部分の

回収等も入れた予算現額なんでしょうか。意

味わかりますかね。 

 

○澤井住宅課長 住宅課です。 

 見込みの徴収率をその年に入る家賃に掛け

まして出した数字ということでございます。 

 

○増永慎一郎委員 聞こえない。 

 

○澤井住宅課長 あくまでも予算現額でござ

いますので、その年に入居者の数とか家賃と

か、そうしたものを計算いたしまして、その

中で出した数字を、その数字に対して徴収率

の見込みを掛けた額を計上しているというこ

とでございます。 

 

○増永慎一郎委員 細かいんですけど、例え

ばこういうふうな書き方をしていると7,000

万円ぐらい、もともと頑張ったから7,000万

円ぐらい余分に取れたよというふうな見方に

しか実際見えないんです。だから、本当であ

れば徴収率を、回収率を上げるというふうな

形で、もともと予算現額というのは、ここに

調定額がありますけど、それぐらいの金額を

目標として徴収するような体制にしないと、

この収入未済額というのはなかなか減らない

んじゃないかというふうに思いますけど、そ

の辺に関して何かありますでしょうか。 

 

○澤井住宅課長 あくまでも調定額に対しま

して収入済み額というのを出して、それによ

って収納率というのを出しております。収納

率につきましては、ここ10年間の中で21年度

が最高の数字でございますが、89.9％という

数字を上げております。 

 

○馬場成志委員長 会計のやり方の問題で、

これはやっぱりどう見ても足し算と引き算が

何か合わぬごつなっとるですね。だから、こ

れは住宅課だけじゃなくて、住宅課と監理課

かどっか、今後出し方を検討してみらなんで

すな。わかりますか。 

 

○鷹尾土木部次長 今､委員の御指摘は、予

算現額と実際の収入済額との差があるのは、

実態と本来収入すべき金額を上げてないの

で、実態と乖離が生じて、あたかも努力した

かのような印象を与えるからではないかとい

う御指摘であったかと思いますが…… 
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○増永慎一郎委員 ちょっと違うんですけ

ど。実際、予算現額というのは、もともと本

来入ってくるべき金額が書かれなければいけ

ないというふうに思うんですけど、今までの

徴収率の実績とか、そういうことを掛けられ

ているという話なんですが、例えば今約89

％、過去最高の約89％になりましたというふ

うな言い方、実際入らなければいけないもの

の１割は入ってこないというのを勘案してあ

るもんだから、それはもともとおかしいんじ

ゃないですかというふうな話を今しているん

です。 

 

○鷹尾土木部次長 収入予定額に対して徴収

率を掛けるということについてのお尋ねであ

ろうかと思いますが、予算の組み方につきま

しては、現実に収入できるであろう収入につ

きましては、そのまま歳出予算として歳出の

見積もりの方に上がってくるというような事

情もあろうかと思っております。 

 それで、徴収率を掛けて現実に来年も過去

の経験値から、現実に収納できそうな額を財

源の見積もりの一部とするというふうな、予

算計上上の一つの話かなというふうにも思っ

ておるところでございます。 

 これは予算計上のあり方の話でございまし

て、財政課との協議が必要でございますの

で、ただいま委員御指摘いただきました点も

含めて、県庁内部で議論していただくと、こ

ういうふうに思っております。 

 

○馬場成志委員長 ちょっと待ってくださ

い。歳出のどこで出てくるの。 

 

○澤井住宅課長 住宅課です。歳出は68ペー

ジでございます。住宅管理費でございます。 

 

○鷹尾土木部次長 歳出につきましては、68

ページに住宅管理費の予算の財源として充て

られているということでございます。 

 

○馬場成志委員長 これでは両方見らぬとわ

からぬということになる。そうすると、とて

もわかりにくいですな。審査もしにくいし姿

が見えない。 

 

○鷹尾土木部次長 歳入に穴があくというよ

うな問題も一方で生じるという可能性もござ

いますが、そこは予算計上上の問題もあろう

かと思います。 

 

○増永慎一郎委員 この前道州制の委員会の

中で、溝口先生いらっしゃるんですが、県営

住宅のあり方ということでいろいろ論議があ

ったんですが、要は熊本市が政令指定都市に

なるということで、ほとんど県営住宅は熊本

市にあるということで、そのあり方というこ

とが問題になったんですが、こういうふうな

形で、一番収入未済額が大きい県営住宅に対

して、やっぱり収入未済額に対しての努力を

しているということをきちんと見せとかない

と、やっぱり熊本市以外の県民の皆様方に言

い訳のしようがありませんので、この辺はも

うちょっときちんと徴収率あたりを上げられ

て、もともとの目標を高くされることを要望

しておきます。 

 

○馬場成志委員長 今の件は、もちろん徴収

率はしっかり上げなきゃいかぬということ

と、例えば減額して入れなきゃいかぬという

ような制度はないですけども、そういう人た

ちを大体公営住宅の役割としてはやらにゃい

かぬというならば、それは足し算、引き算の

会計の整理問題は別だということで、これは

土木部と財政課と一緒に引き取っていただい

て、これからまた検討していただきたいと思

います。 

 

○内野幸喜委員 １点、この件で確認させて
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いただきます。 

 この収入未済額、９月末までに3,400万円

ぐらい入ったということなんですが、これ世

帯数、戸数で言えば大体どれぐらいになるん

ですか、今の収入未済額及び不納欠損額とい

うのは。 

 

○澤井住宅課長 滞納者の戸数が1,196戸で

ございます。うち現年分が816戸、うち過年

度分が506戸でございます。県営住宅の管理

戸数全体が41団地でございまして、8,446戸

ございます。 

 

○大西一史委員 住宅課じゃなくて、７ペー

ジの監理課にちょっと戻って……。 

 「建設業振興資金貸付の利用実績が少なか

った等」により不用額が生じていると。去年

もそうだったんです。そんなに利用実績が少

ないというのは何でなんですかね。 

 

○古里監理課長 実は、これは現に国の方が

経営強化融資制度というので別につくられて

おります。システムとしては一緒ですが、国

の資金は出ております。 

 例えば、これですと、建設会社の運営資金

でございますが、工事が５割超えたら９割ま

で貸し出すというような、ある意味この建設

業振興資金よりもちょっと有利なもんですか

ら、そちらの方を皆さん利用されているとい

う状況で、この貸し付けについては21年度ま

でとしまして、今年度から廃止をするという

状況でございます。 

 

○大西一史委員 そういうこれだけじゃなく

て、実は廃止されとるのはわかって聞いてい

たんですが、ほかにこういう制度、まあ融資

的なものも含めてですけど、やはり利用率が

非常に低いものというものに対しては、しっ

かりほかの類似制度が必ずあるわけです。そ

の類似制度の方がよかったり、当然企業はシ

ビアですからその辺は見ていきますね。 

 それをしっかり見ながら制度設計をしてい

ただかないと、結局、予算は足らぬと言いよ

るのに、ある意味では使われない制度を起こ

してやっているということにもなりかねませ

んので、それはこれに限らずということなん

ですけれども、そういうことは土木部全体と

しても気をつけておいていただきたいという

ふうに思います。それは答弁は要りません、

要望で結構です。 

 

○髙木健次委員 時間も時間ですから簡単に

お願いしますけど、今年度516億円繰り越し

がありますね。ちょっと僕も資料を持ってい

ないからわかりませんが、20年度はどのくら

いあったんですか、この繰越金は。 

 

○鷹尾土木部次長 平成20年度の繰越額は29

1億9,300万円です。 

 

○髙木健次委員 20年度は290億円ですね。2

1年度が516億円。先ほどから話が出ているよ

うに、企業倒産とかいろいろ出てくるのは、

今大きな財政支出というのも不景気でなかな

かできない状況の中で、例えば516億円繰り

越しをしたと、支出が1,300億円、約半数近

い金額が繰り越しをされたということを業者

関係でも、会社関係の方でも知れば、やっぱ

り何でかと、県は何ばしとるかというような

気持ちが幾らかあるかもわからぬですね。努

力しよっとだろうかと。 

 ということは、先ほどから話が出ているよ

うに、皆さんは本庁におって、ある程度地

方・地域とのそういう事業関係は振興局が担

っておるわけですね。その辺で私も経験して

おるんですけど、例えばこの県道関係一つつ

くろうかしたときに、家の立ち退きあたりが

１～２件残っておれば、交渉にはいくけど

も、ちょっとそこで折り合いができなかった

ら、１～２年簡単に延ばしておるわけです
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ね。その辺で非常に工事がおくれる、仕事も

少ない、そして工事が進まないおかげでこう

むるマイナスの負というのが非常に大きいん

じゃないかなということで、県の方といろい

ろ話をすると、県の方のはしゃくし定規で、

こういう規定だから、決まりだからこれ以上

出せませんよとか、補償関係でもそういう話

が非常に多いんです。 

 先ほどから出ているように、それでは私の

ところは話になりませんよ、売りませんよと

かの問題が多くて、こういう繰り越しあたり

が大きくなるんじゃないかなという感じがし

ます。 

 地域にとっても、市町村長あるいは議会含

めて、やっぱり自分のところの地域の発展に

は、道路つくったりいろいろな整備をしたり

するのがやっぱり大きな仕事ですから、この

辺は振興局と皆さん方が一緒になってしっか

りコミュニケーションを図りながら、また振

興局は地域との、市町村とのコミュニケーシ

ョンをしっかり図っていかぬと、県だけで話

をしようとかいうことをしたら、早い段階で

の解決はなかなかできないです。 

 その辺をしっかりやっていかぬと、今度は

繰越金が516億円、当たり前だと、今年度も

このくらい繰越金が出るのは当たり前だと、

毎年毎年、何かマンネリ化しているようで、

感覚が麻痺するような、県の感覚も我々とし

ては受け取れるように感じるわけです。その

辺をしっかり考えていかぬと、特に今から難

しいんじゃないかと思うんです。その辺監理

課長にお願いします。 

 

○鷹尾土木部次長 先ほど鬼海委員の方から

の御指摘もいただきましたし、昨年の特別委

員会でも繰り越しの件については指摘をいた

だいたところでございます。今年度も500億

円を超す繰越金ということで、大変申しわけ

なく思っております。 

 ただ、昨年度につきましては大型の経済対

策予算、これによる影響が極めて大きい、一

時的なものであろうというふうには思ってお

るところでございます。とは言いつつも、毎

年、委員御指摘のとおり、200億円を超える

繰り越しが常態化しているというような状況

については、私ども率直に反省をしなければ

ならないというふうに思っております。 

 先ほどの鬼海委員の方から用地の問題等々

指摘がございましたが、本年度繰り越しまし

た516億円のうち、用地補償に関するものと

して大体24％程度、４分の１程度でございま

して、やはり大部分は計画に関する諸条件、

それから設計に関する諸条件等の要因、いろ

んなものが原因としてございます。 

 どういうところに原因があるのか、今髙木

委員の御指摘あたりも含めて、事業の繰り越

しを今後少なくしていくための効率的な執行

体制、ここあたりにつきまして部を挙げて検

討してまいりたいというふうに思っておりま

す。 

 今後とも一層適正な業務の執行、効率的な

執行に努めてまいりますので、どうかよろし

くお願いいたします。 

 

○髙木健次委員 この516億円すべて用地関

係ではない、そういうことはわかっています

けど、今言われたように24％、その半分のま

あ10％でも解決すれば50億円の仕事は出るわ

けですから、その辺を本庁の方もしっかり振

興局ともタイアップ、振興局はまた地域との

タイアップを図りながらやってほしいという

ことでお願いしておきたいと思います。 

 以上です。 

 

○馬場成志委員長 土木部を含めて、ことし

の予算は13カ月予算という形で積み上げてお

る部分もありますので、その辺は理解してい

ただいた上での皆さん方へ対しての指摘であ

りますので、聞いておいていただきたいと思

います。 
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○潟山港湾課長 先ほどの大西委員と内野委

員の質問についてお答えいたします。 

 まず、大西委員の根拠法についてでござい

ますが、港湾使用料につきましては、港湾法

44条の３項で、地方自治法231条の３項を準

用しているところでございます。さらに、地

方自治法は地方税法を準用しておりまして、

地方税法の15条の７項の規定により、滞納処

分の執行停止の決定をしているところでござ

います。 

 また、内野委員の質問にありました三角島

原フェリーの使用料の総額についてでござい

ますが、平成11年から17年度までは支払われ

ておりますので、今回の177万円が不納欠損

の総額でございます。 

 

○馬場成志委員長 根拠ははっきりわかりま

したが、さっきの倒産したことによるという

ことと、どういうふうに…… 

 

○大西一史委員 根拠法は当然恐らく地方税

法の第15条の７項とおっしゃいましたが、15

条の７の第５項じゃないかなと思っておりま

す。 

 

○潟山港湾課長 はい。 

 

○大西一史委員 つまり、即時消滅というの

が定められた理由として、徴収することがで

きないことが明白であるということですね。

にもかかわらず、滞納処分の執行停止を３年

経過する日まで待って云々かんぬんとありま

すけど、実績がないというようなことがある

んですが、要はそこの理由の部分がもう少し

きちっと説明をしてもらいたかったというこ

となんです。 

 だから、根拠法についてはわかりましたの

で、そこの部分についてはまた別途教えてく

ださいということです。ちょっと時間も時間

なので……。 

 

○溝口幸治副委員長 済みません、簡潔にい

きますが……。 

 全体を通して工事費とか事業費の中で経費

削減に伴う執行残とか、入札残及び経費削減

に伴う執行残という言葉が目立ちますが、最

後結論を言うとこういう形で終わるんでしょ

うが、現場現場で性質が違いますね。 

 例えば、この現場はきちっと事務方が頑張

って経費削減ができたとか、そういうのもあ

るでしょうし、それぞれ委員の先生方もそう

だと思いますが、いろいろな現場によっては

設計変更をしてほしかったけども、なかなか

それがかなわずに結果的には赤字だったと

か、そういう話が最近はこういう経済情勢で

すからよく聞くわけですが、皆様方にお尋ね

したいのは、一つ一つの工事が終わったとき

の点検というか確認、その現場がどうだった

のか、きちっと担当者と業者さんとの打ち合

わせも含めてどうだったのかという、そうい

う作業はされているのかどうかというものを

お聞きしたいと思います。 

 

○野田土木技術管理室長 今の御質問は、公

共事業を執行する上で、発注者と受注者が円

滑にそういうことを綿密にコミュニケーショ

ンをとって、設計変更を望んでいるかという

ようなことであるかと思いますが、基本的に

はそういうことで一つ一つの工事は監督員が

おりまして、総括監督員がおって検査員がい

るというようなことで、システム化されてお

りますので、システムとしては機能するかと

思います。 

 ただ、おっしゃられたような例えば設計変

更を受けてくれなかったとか、そういう話も

若干耳に入ることございます。そういうこと

が耳に入った場合はそこに直接私たちも問い

合わせをして、そういうことが確かに事実な

のかということも確認するようにしておりま
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すので、できる限りそういうふうな委員が御

心配されるような事態が発生しないように努

力している状況でございます。 

 

○溝口幸治副委員長 そのあたりをシステム

化されているのは理解できますが、本当にそ

のシステムが機能しているのかどうかという

のを、今後やっぱり点検していく必要がある

と思います。 

 例えば、よく聞く話で、現場のことが全く

わからない人が来て話が全然かみ合わないと

か、言っている意味が全くわからない、いわ

ゆる人材育成も含めて、現場の人よりも最低

でも同レベル、あるいはそれ以上のレベルの

人が行って話をしないと話は通じないだろう

し、聞くところによると、現場に全く出てこ

ないという事例もある、やたら書類だけ出さ

せるというような話も聞くわけですので、人

材育成という観点からもやるべきだと思いま

す。 

 先ほど児玉委員とか地域の切実な実情を話

されましたけど、皆さん方しっかりやるとお

っしゃいますが、これは場合によっては予算

を認める議会側が、一つ一つの工事をチェッ

クせにゃいかぬごたる事態になるんじゃない

かと思っています。今安く取ったりとかいろ

いろな事例もありますが、本当にその現場現

場が地元のためになっているかどうかという

のをチェック、――皆さん方にもお願いをし

ているんですが、皆さん方がやっているとお

っしゃっても、業者さんやいろいろなところ

から違うんじゃないかという話が我々入って

きますので……。 

 例えば、決算委員会の中で来年度以降一つ

一つの現場が、本当に信頼関係を持って職員

の皆さん方と業者さん方が打ち合わせができ

たのかどうか、そのことをやっぱりチェック

していくということが必要になるんじゃない

かなというふうに思っていますので、そうな

る前に、発注者みずからが客観的に、サービ

ス残業は本当になかったのか、過度な業者さ

んに対する負担はなかったのか、そういった

ところまで客観的に判断をしていく、そのこ

とが必要だと思いますが、そういったものを

ぜひ検討をしていただきたいということを最

後にお願いをして、部長からでも答弁いたけ

ればと思います。 

 

○戸塚土木部長 これまで建設産業関係でい

ろいろとお話ししていただきましたし、御意

見を賜りました。基本的には、建設産業振興

プランの中で、我々が建設産業をどういうふ

うに位置づけているかというのは、やはり地

方経済を支えて、雇用関係を初めとする非常

に地域経済を支えている産業の重要なものだ

というのと同時に、社会資本関係のその管理

者という形、事業者という立場と、それを実

践してくれる経済産業界、これが非常に連携

しないとこういった業務が将来成り立たない

という認識で建設産業を守っていく、振興し

ていくという観点でおります。 

 先ほど副委員長の方から言われました人材

育成も大きな課題の一つということで、新産

業振興プランの中では、発注者側の人材の問

題、受注者側の人材の問題、そういったこと

をこれからいかにやっていくかということが

非常に重要な柱の一つだというふうに位置づ

けております。 

 その中で今取り組んでいることというの

は、受注者側の施工業者の方、発注者の職

員、それと設計に携わったコンサルタントと

か調査会社が工事を始めるに当たって､一堂

に会してそこでいろんな問題を確認し合うと

いうようなことを、すべてじゃないんですけ

れど、一部からそういったことを始めて訓練

をしております。それとあと一つは、設計変

更あたりに対する適切な対応をきちんとして

いくということも、大きな柱になるかと思い

ます。 

 先ほど児玉委員の方からも言われましたと
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おり、これまでコスト縮減ということをいろ

いろやってきましたけど、これは無駄を省こ

うということで、例えばいろんな手続あたり

が不要なものであったらそういったことはや

めようとか、工場製品が使えるものであれ

ば、それが非常にコスト的によければそうい

った製品を使おうとか、早く供用開始したこ

とによって経済効果、社会的効果が縮減され

ておる、そういったことをコスト縮減と言っ

ておりまして、いろんな現場でかかった経費

そのものを削減するということではございま

せん。 

 ただ、御指摘のとおり、労務単価にしろ資

材単価にしろ、非常に今の単価の設定という

のは実勢価格をもとにということになってお

りますので、こういった低入札価格の中のロ

ットになりますと、デフレスパイラルの中で

どんどんどんどんそういったのが悪循環で低

下していく、こういう問題は十分認識してい

ます。 

 そういったのは、これまでの仕組みが右肩

上がりの時代でできたような仕組みであるな

らば、現時点での仕組みとしてそういうもの

を見直して、どうあるべきかということは国

ともいろいろ実情を訴えながら、これまでの

そういったやり方だけでは限界があるという

ことであれば、改善の方向でいろいろと我々

としても意見は申していきたいと思っていま

す。 

 そういった考えでございますので、またい

ろいろと建設産業振興プランを初めとして、

県のこれからの取り組みについてはまたいろ

いろと御説明いたしますし、またいろいろと

議論をさせていただきたいと思っておりま

す。よろしくお願いいたします。 

 

○馬場成志委員長 それでは、これで土木部

の審査を終了したいと思いますが、よござい

ますか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○馬場成志委員長 それでは、休憩して、午

後１時10分に再開したいと思います。 

  午後０時22分休憩 

――――――――――――――― 

  午後１時11分開議 

○馬場成志委員長 それでは、委員会を再開

します。 

 それでは、これより健康福祉部の審査を行

います。 

 まず、健康福祉部長から総括説明を行い、

続いて、担当課長、総室長から順次説明をお

願いします。 

 初めに、森枝健康福祉部長。 

 

○森枝健康福祉部長 平成21年度決算の御説

明に先立ちまして、前年度の決算特別委員会

において御指摘のありました施策推進上改善

または検討を要する事項等のうち、健康福祉

部関係につきまして、その後の措置状況を御

報告いたします。 

 １点目は「収入未済の解消については、関

係部局においてそれぞれ努力の跡が見られる

が、財源の確保及び負担の公平性の観点か

ら、さらに一層効果的で徹底した徴収促進に

努めること。」でございました。 

 収入未済の解消につきましては、部を挙げ

てその解消に取り組むことを目的として平成

12年６月に部内に設置しました収入未済金対

策プロジェクトチームを中心に、毎年、収入

未済発生防止及び徴収活動強化に取り組んで

おります。 

 これらの取り組みにより、収入未済金は、

平成18年度までは毎年減少しておりました

が、平成19年度からは増加に転じ、平成21年

度末では１億3,700万円余となり、前年度よ

り400万円余の増額となっております。 

 これは、児童保護費負担金において、経済

環境の悪化による滞納世帯の増加に加え、一

部保護者に入所措置に対する理解不足がある

こと等により収入未済金が増加したことなど
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によるものでございます。 

 このため、本年度は、庁内の未収金関係所

属で構成する県未収金対策連絡会議における

取り組みと歩調を合わせて、年末及び年度末

の徴収強化月間における一斉徴収の実施を初

め、これまで以上に、債権管理の徹底と各債

権の分類に応じた実効性のある対策の実施に

取り組み、未収金発生の未然防止と徴収対策

の強化を図ることとしております。 

 特に、児童保護費負担金につきましては、

納入世帯との負担の公平性を確保する観点か

ら、本県では初めての滞納処分を実施するこ

ととし、準備を進めているところでございま

す。 

 ２点目は「地域保健医療計画については、

保健所の所管区域をベースに計画の策定がな

されてきたが、高速自動車道の整備など交通

網の発達に伴い、県境を越えた連携も必要と

考えられるので、次期地域保健医療計画にお

いては、こうした実情を踏まえたところで検

討を行うこと。」でございました。 

 県境を越えた医療連携につきましては、現

在の保健医療計画の中でも、県外の医療機関

等と連携を図りながら、医療提供体制の充実

を図ることと定めており、昨年度も、保健医

療推進協議会におきまして、計画の進捗状況

を報告し、協議をいただいたところでござい

ます。 

 また、計画の中には、地域の特性に応じた

取り組みや重点施策をまとめた地域保健医療

計画を盛り込んでおります。 

 この地域保健医療計画につきましては、毎

年度各圏域で開催している地域保健医療推進

協議会で計画の進捗管理を行っており、有

明、球磨、芦北の各医療圏では、地域の医師

会や拠点病院が主体となり、県境を越えて、

休日当番医の連携や不足する医師の応援など

の取り組みも進められております。 

 県としましては、過疎化の進展や医師不足

等により、救急医療体制や小児医療体制等の

維持がますます困難になってきており、これ

まで以上に県境を越えた医療連携を推進して

いく必要があると考えております。そのた

め、平成25年度からの第６次保健医療計画の

策定に向けまして、県境連携が必要な圏域に

おいては、県外の医療機関や市町村とも協議

を行いながら必要な取り組みを進めてまいり

ます。 

 続きまして、健康福祉部の平成21年度決算

概要について御説明申し上げます。 

 まず、歳入についてでございますが、一般

会計、母子寡婦福祉資金特別会計を合わせま

して、収入済み額は591億1,700万円余で、調

定額に対する収入率は99.7％となっておりま

す。 

 不納欠損額は1,183万円余で、内容は、児

童保護費負担金等でございます。 

 また、収入未済額は１億3,700万円余で、

主なものとしましては、児童保護費負担金5,

728万円余、母子寡婦福祉資金貸付金の償還

金3,575万円余でございます。 

 次に、歳出でございますが、予算額1,543

億2,600万円余に対しまして、支出済み額は

1,495億3,100万円余となっております。 

 翌年度への繰越額は19億3,400万円余で、

老人福祉施設整備事業等に関するものでござ

います。 

 また、不用額は28億6,000万円余で、主な

内容につきましては、扶助費や補助金などの

執行残でございます。 

 以上、決算の概要を御説明申し上げました

が、詳細につきましては、各総室長、各課・

室長が御説明いたしますので、よろしく御審

議のほどお願い申し上げます。 

 

○馬場成志委員長 引き続き各課長、総室長

の説明をお願いします。 

 

○吉田健康福祉政策課長 健康福祉政策課の

吉田でございます。失礼して着座にて御説明
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させていただきます。 

 まず、今年度の定期監査結果につきまして

は、健康福祉部関係は、公表事項はございま

せん。 

 次に、平成21年度決算の説明をさせていた

だきます。 

 お手元の説明資料２ページでございます。 

 まず、歳入についてでございますが、２ペ

ージ冒頭の使用料及び手数料、３ページ冒頭

の国庫支出金、それから４ページ中ほどの財

産収入及び５ページ中ほどの繰入金につきま

しては、いずれも不納欠損額、収入未済額は

ございません。 

 続きまして、５ページの下段の諸収入でご

ざいます。 

 不納欠損額はございませんが、収入未済額

が24万円ほど生じております。その内容につ

きましては、７ページ冒頭の雑入のところで

ございまして、備考欄の収入未済額の状況の

ところに記載いたしております。これは、平

成16年度に実施しました人口動態データ集計

システム仕様変更業務委託、システムの変更

委託におきまして、委託業者の契約不履行に

より契約を解除し、契約違約金を請求したも

のでございます。その後、会社は事実上倒産

しており、代表者とも連絡がとれない状況で

ありますが、今後も引き続き代表者の所在確

認に努めてまいります。 

 次に、７ページ下段の繰越金でございます

が、これは、平成20年度に予算計上しており

ました菊池保健所の耐震改修に係る工事費の

繰り越し分でございます。 

 次に、８ページからの歳出でございます

が、主なものを御説明いたします。 

 ８ページ下段の民生費の中の社会福祉総務

費でございますが、支出済み額として55億4,

254万円余となっております。主な事業は、

備考欄に記載しておりますが、民生委員の活

動にかかわる経費、地域の縁がわづくり推進

事業、地域ふれあいホーム整備事業、８ペー

ジになりますが、県総合福祉センター管理費

や国の経済危機対策に係る事業でございます

社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金事業、

あるいは生活福祉資金貸付事業などがござい

ます。 

 なお、８ページに記載しておりますが、不

用額1,554万円余、これは予算額のおよそ0.3

％になりますが、これにつきましては、民生

委員の活動費の執行残や福祉・介護人材の参

入定着のための取り組みを推進する福祉・介

護人材緊急確保事業費の執行残などでござい

ます。 

 次に、10ページをごらんください。 

 衛生費の中の公衆衛生総務費でございます

が、支出済み額として7,979万円余となって

おります。なお、不用額286万円余、これは

予算額の約3.4％に当たりますが、これは、

人件費や公衆衛生業務に携わる職員の研修事

業の講師に対する報償費の執行残などでござ

います。 

 次の保健環境科学研究所費でございます

が、宇土市にあります保健環境科学研究所の

運営費で、支出済み額は３億954万円余とな

っております。なお、不用額1,156万円余に

つきましては、人件費及び庁舎管理の委託に

係る入札の執行残でございます。 

 次の保健所費でございますが、支出済み額

として20億3,967万円余となっております。

主な事業は、県下10カ所の保健所の運営に係

る経費でございます。 

 なお、不用額6,319万円余は、人件費及び

庁舎管理の委託に係る入札の執行残や菊池保

健所耐震改修工事費に係る執行残などでござ

います。 

 健康福祉政策課は以上でございます。御審

議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○中園社会福祉課長 社会福祉課の中園でご

ざいます。よろしくお願いいたします。座ら

せていただきます。 
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 それでは、21年度の決算につきまして御説

明申し上げます。 

 説明資料の11ページをお願いいたします。 

 まず、歳入でございますが、使用料及び手

数料につきまして、不納欠損額、収入未済額

はございません。 

 次に、12ページから14ページ中ほどまでの

国庫支出金及び財産収入ですが、いずれも不

納欠損額、収入未済額はございません。 

 14ページをお願いいたします。 

 中段以降の諸収入につきまして、1,723万

1,000円の収入未済額がございますが、これ

は、生活保護費返還徴収金と、15ページ下の

段の年度後返納に係るものでございます。 

 返還徴収金につきましては、緊急やむを得

ない場合に、資力があるにもかかわらず保護

費を受給したり、あるいは就労等に伴う収入

申告を行わずに不正に保護費を受給した場合

などに、法律に基づき返還させるものです。

債務者が保護受給中あるいは生活に困窮して

いることなどから、返還が滞っているもので

ございます。 

 また、年度後返納につきましては、例え

ば、月の中途で保護を廃止した場合など過払

い金が発生し、返納させるものですが、こち

らも同じく、生活に困窮し、返還がおくれて

いるものでございます。 

 これらにつきましては、福祉事務所ごとに

未収金徴収計画表を作成いたしまして、分割

納付をしてもらうなど、債務者の生活実態に

合わせた徴収に努めております。 

 また、本課におきましても、福祉事務所の

ヒアリングを行いまして、未収金を発生させ

ている全部のケースについて状況を把握し、

一緒に対応を検討するとともに、四半期ごと

に徴収実績を報告させて、未収金の早期回収

を促しております。 

 また、あわせて、そもそも未収金が発生し

ないように、指導監査や各種会議あるいは研

修会を通して、指導しているところでござい

ます。 

 次に、16ページをお願いいたします。 

 歳出につきまして、主なものを御説明申し

上げます。 

 民生費の中の社会福祉総務費、遺家族等援

護費でそれぞれ不用額がございますが、人件

費及び各事業の執行残でございます。 

 次に、17ページの生活保護費ですが、生活

保護総務費の不用額１億494万円余は、人件

費の執行残及びセーフティーネット支援対策

事業の事業額や住宅手当緊急特別措置事業に

おける手当の申請者が見込みより少なかった

ことによる執行残でございます。 

 また、下の段、扶助費の不用額1,035万円

余は、医療扶助等の実績減によるものでござ

います。 

 以上、主なものを御紹介いたしました。御

審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○福島少子化対策課長 少子化対策課の福島

でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。それでは、座って説明させていただき

ます。 

 19ページでございます。 

 まず、最上段の児童保護費負担金でござい

ますが、これは、児童養護施設や乳児院等へ

の入所措置に伴う保護者の負担金でございま

す。 

 不納欠損額として593万4,000円計上してお

りますが、後ほど別冊附属資料で御説明いた

します。 

 また、収入未済額が4,505万4,000円ござい

ますが、これは、児童の扶養義務者の経済的

理由や所在不明等により収入未済となってい

るものであり、その額は、前年度より594万

4,000円、率にして15.2％増加しておりま

す。 

 未収金の回収につきましては、これまで

も、相談所に専任の嘱託職員１名を配置し、

徴収に努めるとともに、年２回、徴収強化月
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間を設け、相談所挙げて徴収に取り組んでき

ましたが、未収金の増加傾向がとまらないこ

とを踏まえまして、今年度は、債権管理のた

めの臨時職員１名を配置するとともに、先ほ

ど部長からも説明がございましたが、保護者

負担金をきちっと納入されている世帯との公

平性の確保の観点から、資産調査等を十分行

った上で支払い能力が認められるケースにつ

きましては、税務部局の協力も得ながら滞納

処分を実施することとし、現在準備を進めて

おります。 

 次の段の使用料及び手数料については、不

納欠損、収入未済はございません。 

 20ページをお願いします。 

 国庫支出金でございますが、不納欠損、収

入未済はございません。 

 なお、21ページ、上から５段目の特別保育

事業費補助につきましては、予算現額と収入

済み額との差額が491万1,000円ございます

が、これは、一時保育等の事業で市町村の所

要額が見込みより少なかったことに伴うもの

です。 

 次に、22ページをお願いいたします。 

 上から４段目の財産収入については、不納

欠損、収入未済はございません。 

 そのページの一番下の段の繰入金でござい

ますが、不納欠損額、収入未済額はございま

せんが、予算現額と収入済み額の差額が9,70

0万円余ございます。これは、保育所等緊急

整備事業など、安心こども基金を活用した事

業の所要額が見込みより少なかったことに伴

うものでございます。 

 次に、23ページの諸収入でございますが、

一番下の年度後返納に収入未済額として2,17

3万1,000円計上しております。これは、児童

扶養手当返納金の未収金で債務者の経済的理

由等によるものであり、その額は、前年度よ

り175万4,000円増加しております。8.8％の

増です。返納金自体は、児童扶養手当の受給

者が、婚姻等により受給資格をなくしている

にもかかわらずその届け出をしていないこと

等により生じますことから、手当の受け付け

事務を行っております町村の担当者への研

修、受給者への報告の指導、異動事項のチェ

ック等を強化しまして、発生防止を図ってお

ります。 

 また、未収金の回収につきましても、本課

と地域振興局が一体となり、文書、電話での

催告、家庭訪問など、その徴収に努めている

ところでございます。 

 24ページをお願いいたします。 

 ここからが歳出でございます。主なものに

ついて御説明をいたします。 

 まず、一番下の段の児童福祉総務費に不用

額4,000万円余生じておりますが、その主な

理由は、多子世帯子育て支援事業あるいは熊

本県地域子育て応援事業等において、市町村

からの申請が見込みより少なかったことによ

るものでございます。 

 25ページをお願いします。 

 児童措置費におきましては、不用額が8,00

0万円余生じておりますが、措置費の支弁、

あるいは児童手当市町村交付金が見込みより

少なかったこと等によるものでございます。

 26ページをお願いいたします。 

 上段の母子福祉費でございますが、不用額

が6,000万円余生じておりますが、ひとり親

家庭支援事業における母子家庭の高等職業訓

練給付金の申請者が見込みより少なかったこ

と等によるものでございます。 

 下段の児童福祉施設費につきましては、不

用額が4,000万円余生じておりますが、保育

所等緊急整備事業あるいは特別保育総合推進

事業における実績額が見込みより少なかった

こと等によるものでございます。 

 なお、この欄に翌年度繰越額9,900万円余

ございますが、後ほど附属資料で御説明いた

します。 

 続きまして、28ページからが母子寡婦福祉

資金特別会計でございます。 
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 上から２段目の諸収入でございますが、こ

れは母子寡婦福祉資金貸付金の償還金でござ

います。不納欠損額として116万3,000円計上

しておりますが、これにつきましても附属資

料で後ほど説明いたします。 

 また、収入未済額がトータルで3,575万2,0

00円ございますが、これは債務者の経済的理

由や所在不明等により生じたものであり、そ

の額につきましては、前年度とほぼ同額でご

ざいます。この未収金の回収につきまして

も、各地域振興局におきまして、償還開始前

の返済計画確認や口座振替による返済を指導

し、未収金発生の未然防止に努めますととも

に、回収につきましても、文書、電話、自宅

訪問等により、徴収や返済計画の指導等、徴

収活動を強化しているところでございます。 

 30ページをお願いいたします。 

 歳出でございますが、581万1,000円、不用

額が生じておりますが、これは貸付実績が見

込みを下回ったことによるものでございま

す。 

 それでは、附属資料をお願い申し上げま

す。 

 まず、１ページでございます。 

 繰越事業でございますが、保育所等緊急整

備事業におきまして、天草市にあります箱の

水保育園と南関町にありますなんかん保育園

の２カ所で、園地の取得のための手続や大雨

災害による工期のおくれのため、合わせまし

て、9,921万4,000円を繰り越したものでござ

います。なお、既にいずれの園も工事は完了

しております。 

 次に、15ページをお願いします。 

 不納欠損の関係でございます。 

 まず、児童養護施設等への入所措置に伴い

ます児童保護費負担金につきまして債権が時

効により消滅したものにつきまして、593万

4,000円、不納欠損処分を行っております。 

 これは、債務者の経済的理由や死亡または

行方不明などで連絡がとれないことなどによ

り時効の中断ができず、債権が時効で消滅し

た92人分の不納欠損を行ったものでございま

す。 

 16ページをお願いします。 

 母子寡婦福祉資金貸付金償還元金でござい

ますが、債権が時効により消滅したものにつ

いて、116万3,000円、不納欠損処分を行って

おります。これは、債務者の自己破産等によ

り時効の中断ができず、債権が時効で消滅し

た１人分の不納欠損を行ったものでございま

す。 

 最後に、19ページをお願いします。 

 県有財産の処分でございますが、平成20年

度をもちまして閉校いたしました県立保育大

学校の学生寮を2,300万円で売却処分をいた

しております。 

 以上、よろしく御審議のほどお願い申し上

げます。 

 

○東障がい者支援総室長 障がい者支援総室

の東でございます。よろしくお願いいたしま

す。座って説明させていただきます。 

 当総室におきます平成21年度決算について

御説明申し上げます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 お手元の説明資料の方の31ページをお願い

いたします。 

 分担金・負担金についてでございますが、

不納欠損が総額で464万9,000円ございます。

これにつきましては、後ほど別冊附属資料で

説明させていただきます。 

 収入未済は総額で1,258万7,000円でござい

ます。内訳は、児童保護費負担金が1,200万

5,000円、心身障害者扶養共済加入者負担金

が36万円、32ページのこども総合療育センタ

ー負担金が22万2,000円でございます。これ

は、債務者の経済的理由や所在不明等による

ものでございます。 

 未収金回収につきましては、納入相談や返

済計画の指導を行うほか、電話、文書等によ
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る催告、家庭訪問を行い、徴収を強化してい

るところであり、引き続き、福祉総合相談所

を初め本庁関係各課、地域振興局と連携をと

りながら、解消に努めてまいります。 

 なお、児童保護費負担金につきましては、

公的債権であることから、少子化対策課分と

同様に、資産調査を行った上で支払い能力が

認められる場合は、公平性の確保の観点から

滞納処分を行うこととし、現在準備を進めて

いるところでございます。 

 次に、32ページをお開き願います。 

 中ほどの使用料・手数料についてですが、

不納欠損はございません。収入未済は25万7,

000円ございます。なお、予算現額と収入済

み額との差が7,243万7,000円ございます。こ

の差につきましては、主なものといたしまし

て、33ページに記載しておりますこども総合

療育センター使用料7,177万6,000円で、これ

は、外来件数及び手術件数の増により診療報

酬が見込みより増加したことによるものでご

ざいます。 

 次に、34ページをお願いいたします。 

 国庫支出金につきましては、収入未済はご

ざいません。国庫支出金につきまして、予算

現額と収入済み額との差が１億7,788万円ご

ざいますが、この主な要因といたしまして

は、ハード整備における明許繰り越しが、35

ページ、上から３段目の地域活性化・経済危

機対策臨時交付金において8,910万9,000円、

36ページ、上から２段目の障害者福祉施設整

備費補助において3,787万6,000円発生したこ

とによるものでございます。この繰り越しに

つきましても、後ほど別冊附属資料で御説明

させていただきます。 

 次に、37ページをお願いいたします。 

 中ほどの財産収入、そして38ページの繰入

金につきましては、収入未済はございませ

ん。 

 次に、38ページ、中ほど以下の諸収入につ

きましてですが、収入未済が48万5,000円ご

ざいます。これは、39ページ、下から２段目

に記載しております特別障害者手当等に係る

返納金であり、現在、分納計画等により、未

収金の回収に努めているところでございま

す。 

 次に、歳出につきまして、主なものについ

て御説明させていただきます。 

 40ページをお願いいたします。 

 まず、障害者福祉費につきまして、３億2,

661万4,000円の不用額が生じております。主

なものといたしましては、備考欄に記載して

おりますが、自立支援医療費のうち精神通院

医療費において実績額が所要見込み額より少

なかったことによるものと、障害福祉サービ

ス等負担事業等におきまして、市町村等にお

いて、見込み額が過大であったためでござい

ます。 

 また、先ほど国庫支出金のところで御報告

いたしましたこの障害者福祉費の事業の最下

段の障がい者福祉施設整備費及び、41ペー

ジ、最下段の障がい者福祉施設耐震化等特別

対策事業におきまして、３億2,414万1,000円

の明許繰り越しを行っております。 

 次に、42ページをお願いいたします。 

 児童福祉総務費におきまして、160万8,000

円の不用額が生じております。これは、特別

児童扶養手当支給事務費において実績額が所

要見込み額より少なかったことによるもので

ございます。また、その他事業の経費節減に

伴う執行残も含まれております。 

 次に、児童措置費でございますが、9,131

万8,000円の不用額が生じております。これ

は、障害児施設給付費等支給・障害児施設措

置事業におきまして、実績額が所要見込み額

を下回ったことによるものでございます。 

 次に、43ページをお願いいたします。 

 上段の児童福祉施設費でございますが、5,

719万2,000円の不用額が生じております。こ

れは、こども総合療育センターにおける人件

費等の執行残によるものでございます。 
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 次に、下段の公衆衛生総務費でございます

が、45万3,000円の不用額が生じておりま

す。これは、精神保健福祉センターにおける

人件費等の執行残によるものでございます。 

 次に、44ページをお願いいたします。 

 精神保健費でございますが、8,995万7,000

円の不用額が生じております。これは、主に

精神保健医療費における実績額が所要見込み

額を下回ったことによるものでございます。

 次に、45ページをお願いいたします。 

 保健所費でございますが、283万2,000円の

不用額が生じております。これは、嘱託医に

よる相談実績が見込みを下回ったことによる

報酬等の執行残でございます。 

 それでは、引き続きまして、附属資料に基

づき、繰越事業について説明させていただき

ます。 

 附属資料の２ページをお開き願います。 

 障がい者福祉施設整備費に係る繰り越し

が、熊本県玉名市の生活支援センター「きら

きら」において5,681万4,000円発生しており

ましたが、これにつきましては、本年５月に

竣工いたしております。 

 また、障害者福祉施設耐震化等特別対策事

業に係る繰り越しが、熊本県合志市の障害者

支援施設「白鳩園」で２億6,732万7,000円発

生しております。これにつきましては、来年

２月末に工事完了することを目途に今工事を

進めているところでございます。 

 なお、大変申しわけございませんが、進捗

率、一番右側に０％と記載しておりますが、

これは52％の進捗とすべきところを誤って記

載しております。おわびいたしますととも

に、訂正をさせていただきます。よろしくお

願いいたします。 

 次に、不納欠損について説明させていただ

きます。 

 附属資料の17ページをごらん願います。 

 児童保護費負担金に係る不納欠損が合計で

254件、448万7,000円、こども総合療育セン

ター負担金に係る不納欠損が12件、16万2,00

0円となっております。いずれも、扶養義務

者等の負担金に係る債権が時効により消滅し

たものについて、不納欠損処理を行ったもの

でございます。これは、扶養義務者等が行方

不明等により接触がとれず時効中断の措置が

できなくなったもの、また、生活困窮世帯で

経済的能力の回復が見込めないまま時効の期

限が到来したものでございます。 

 次に、未登記について御説明させていただ

きます。 

 20ページをお開き願います。 

 未登記となっておりますのは、旧肥後学園

の用地の一部でございます。昭和14年から15

年に県が種畜場用地として取得し、昭和24年

に肥後学園の用地として所管がえを行ったも

のでございます。未登記用地は、現在残り２

筆でございます。うち１筆につきましては、

外国在住の相続人等がおられますことから、

任意での所有権移転が難しく、現在法的処理

を行う方向で進めているところでございま

す。もう一筆につきましては、任意での交渉

を現在進めているところでございます。今後

とも未登記の解消に取り組んでまいる所存で

ございます。 

 以上、障がい者支援総室につきましてよろ

しく御審議のほどお願い申し上げます。 

 

○倉永医療政策総室長 医療政策総室の倉永

でございます。座って説明させていただきま

す。 

 資料の46ページをお願いいたします。 

 まず、歳入の方でございますけれども、46

ページから53ページにかけまして、分担金及

び負担金、それから使用料及び手数料、国庫

支出金、財産収入及び繰入金につきまして記

載しておりますが、いずれも不納欠損、収入

未済はございません。 

 次に、諸収入でございますが、52ページを

お願いいたします。 
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 一番下のところになりますけれども、看護

師等修学資金貸付金の償還金でございます

が、249万円余の収入未済となっておりま

す。これは、債務者のアルバイトなど就業状

況の悪化や病気等の理由により返還が経済的

に難しいため、収入未済となっております。

債務者に対しまして、文書や電話、訪問によ

る督促等を定期的に行い、それぞれの債務者

の返済の能力に合わせて返済を受けています

が、今後も収入未済金の解消に向けて取り組

んでまいります。 

 次に、歳出でございます。 

 54ページをお願いいたします。 

 民生費の国民健康保険指導費でございま

す。 

 主な事業としましては、市町村が行う低所

得者世帯への国民健康保険料の軽減措置に係

る県費負担金などの国民健康保険制度安定化

対策事業でございます。なお、不用額の638

万円余につきましては、国民健康保険助言指

導等の事業のうち、職員給与及び事務費の執

行残でございます。 

 次に、55ページをお願いいたします。 

 衛生費の公衆衛生総務費でございます。 

 主な事業は、医療施設の設備に対する補助

及び小児救急を含む救急医療施設の運営費に

対する補助、それから後期高齢者医療の給付

に対する県の負担金でございます。 

 不用額の3,176万円余は、医師確保総合対

策事業、それから小児救急医療拠点病院運営

事業等の国庫補助金の内示減等に伴う執行残

でございます。 

 次に、医薬費の医務費でございます。 

 主な事業は、僻地医療施設等の整備、運営

費に対する補助、それから医事関係業務管理

指導費等でございます。 

 不用額の2,826万円余は、へき地医療施設

運営費の補助及びへき地医療施設・設備整備

費補助の執行残でございます。これは、国か

らの国庫補助採択がおくれたことによりまし

て、減額措置ができなかったことによるもの

でございます。 

 56ページをお願いいたします。 

 保健師等指導管理費でございます。 

 主な事業は、看護師等の養成所への運営費

補助などの看護師確保のための各事業でござ

います。 

 なお、不用額の287万円余は、地域保健関

係職員等の研修事業や在宅緩和ケアの推進事

業等における事務費の執行残でございます。 

 医療政策総室は以上でございます。よろし

く御審議お願いいたします。 

 

○岩谷健康づくり推進課長 健康づくり推進

課、岩谷でございます。座って御説明させて

いただきます。 

 まず、歳入について御説明いたします。 

 説明資料は、57ページをお願いいたしま

す。 

 分担金及び負担金でございますが、未熟児

療育費負担金につきまして、53万4,000円の

収入未済となっております。これは、県が支

給しております未熟児養育医療費に係る扶養

義務者負担金で、収入未済は債務者の経済的

理由によるものでございます。その後督促等

を行ったことで収入未済額は16万円余減少し

まして、９月末現在、未収金の額は37万3,00

0円に改善されております。今後も収入未済

金の解消に向けて取り組んでまいります。 

 なお、不納欠損処分がございますが、これ

につきましては、後ほど別冊附属資料で御説

明いたします。 

 中ほどの欄、使用料及び手数料のうち、健

康センター使用料におきましては23万4,000

円の収入未済が生じております。これは、健

康センターに入居していた団体が解散手続を

行っているためのものでございます。本件に

つきましては、当該団体の代理人弁護士と債

権回収の交渉を行っているところでございま

す。 
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 58ページをお願いいたします。 

 中ほどの国庫支出金につきましては、不納

欠損額、収入未済額はございません。 

 国庫負担金のうち、自立支援医療費負担金

及び、次の59ページの上段、母子衛生費負担

金につきましては、国庫負担金内示減のた

め、収入済み額が予算現額を下回っておりま

す。不足分につきましては、本年度に追加交

付予定でございます。 

 同じく、59ページの国庫補助金の欄でござ

います。 

 衛生費国庫補助金のうち特定疾患治療費補

助につきまして、予算現額と収入済み額の差

が５億2,497万4,000円となっておりますが、

これは、国庫補助金の交付額が所要額を下回

ったことによるものでございます。 

 特定疾患治療費につきましては、本来国と

県が２分の１ずつの負担割合となっておりま

すが、平成14年から、国の補助金につきまし

ては、本来国が負担すべき金額の６割程度に

とどまっておりまして、平成20年度におきま

しても、多額の県の超過負担が生じておりま

す。引き続き、超過負担の解消に向け、あら

ゆる機会をとらえて国に働きかけてまいりた

いと考えております。 

 その下の原爆被爆者健康診断費補助及び原

爆被爆者特別措置費補助の予算現額と収入済

み額の差は、支出見込み額に合わせて国庫補

助金が減額されたものでございます。 

 また、次のページ、60ページ、小児慢性特

定疾患治療費補助につきましても、予算現額

と収入済み額の差が741万6,000円となってお

りますが、これも国庫補助金の交付額が所要

額を下回ったことによるものでございまし

て、特定疾患治療研究事業と同様に超過負担

が生じているものでございます。 

 61ページをお願いいたします。 

 ２段目、財産収入につきまして、不納欠損

額、収入未済額はございません。 

 下から２段目の繰入金につきましては、予

算に比べ7,683万4,000円の収入不足となって

おりますが、これは、妊婦健康診査支援事業

の支出額が予定額を下回ったため、その事業

財源となる妊婦健康診査支援基金からの繰入

金を支出に合わせて減らしたものでございま

す。 

 最下段の諸収入につきましては、次のペー

ジ、62ページの雑入のうち、健康センター庁

舎維持負担金におきまして収入未済額が生じ

ております。これは、さきに説明いたしまし

た健康センター使用料の収入未済額と同様、

入居団体が解散手続を行っているために生じ

ているものでございます。 

 次に、歳出でございます。63ページをお願

いいたします。 

 まず、民生費の社会福祉総務費でございま

す。これは育成医療費に要する経費でござい

ます。 

 次に、衛生費でございます。公衆衛生総務

費の主な事業は、63ページから64ページにか

けて備考欄に記載しているとおりでございま

す。 

 なお、不用額の３億229万2,000円は、特定

疾患治療費や原爆被爆者特別措置費、乳幼児

医療費などの医療費の額と妊婦健康診査支援

事業の市町村補助額が当初見込みを下回った

ことによる執行残でございます。 

 64ページの予防費でございます。これはハ

ンセン病に関する事業でございます。 

 最下段の保健所費でございますが、これは

保健所で実施する母子保健対策などに要する

経費でございます。不用額の151万1,000円

は、健診対象者の減により専門職の雇い上げ

が減ったこと、事務費の執行残などによるも

のでございます。 

 最後に、不納欠損について御説明させてい

ただきます。 

 別冊附属資料の18ページをお願いいたしま

す。 

 未熟児療育費負担金の不納欠損額が15件、

 - 41 -



第３回 熊本県議会 決算特別委員会会議記録（平成22年10月15日) 

８万7,000円となっております。これは、債

務者の行方不明や生活困窮等により時効中断

の措置がとれず、債権が消滅したため、不納

欠損処理を行ったものでございます。 

 健康づくり推進課は以上でございます。御

審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○末廣健康危機管理課長 健康危機管理課の

末廣でございます。着座にて御説明させてい

ただきます。 

 説明資料の65ページをお願いいたします。 

 まず、歳入に関し、主なものを御説明いた

します。 

 下から２段目のふぐ処理師試験手数料でご

ざいます。 

 予算現額142万1,000円に対し、収入済み額

が78万2,000円で63万9,000円の減となってお

りますが、これは試験の申込者数が見込みを

下回ったことによるものでございます。 

 66ページをお願いいたします。 

 １段目の乳肉衛生関係手数料でございま

す。 

 予算現額7,700万円余に対しまして、収入

済み額が8,070万円余で369万円の増となって

おりますが、これは屠畜検査頭数が見込みを

上回ったことによるものでございます。 

 68ページをお願いいたします。 

 ２段目の感染症予防対策費でございます。 

 予算現額７億1,200万円余に対し、収入済

み額は２億9,600万円余で４億1,500万円余の

減となっておりますが、これは、新型インフ

ルエンザ対策のうち、市町村が実施する低所

得者に対するワクチン接種費用の助成事業に

対する国の補助金について、当初２回必要と

されていた成人への接種回数が１回に減った

ことやワクチンの供給が流行に追いつかなか

ったことなどから、ワクチンの接種者数が見

込みを大きく下回ったことによるものでござ

います。 

 次に、３段目の肝炎対策費補助でございま

すが、予算現額１億5,900万円余に対し、収

入済み額が２億6,900万円余で１億900万円余

の増となっております。これは、肝炎患者に

対するインターフェロン治療費の助成及び医

療機関で実施します無料肝炎検査等に対する

補助金であり、いずれも実績額が見込み額を

下回ったところでございますが、国庫補助金

を翌年度に精算する仕組みになっていること

から見かけ上プラスとなっているもので、22

年度に全額国庫に返納することになります。 

 なお、歳入について、不納欠損額、収入未

済額、いずれもございません。 

 71ページをお願いいたします。 

 歳出の主なものについて御説明いたしま

す。 

 まず、下から２段目の公衆衛生総務費でご

ざいますが、2,170万円余の不用額が生じて

おりますが、これは、主に肝炎対策事業のイ

ンターフェロン治療の医療費助成の申込件数

が見込みを下回ったことによるものでござい

ます。 

 一番下の結核対策費でございますが、610

万円余の不用額が生じております。これは、

主に結核患者に対します医療費負担に係るも

ので、請求件数、額が見込み額を下回ったこ

とによるものでございます。 

 72ページをお願いいたします。 

 １段目の予防費でございます。 

 主な事業は、新型インフルエンザ対策費や

予防接種による健康被害を受けられた方に対

する救済給付金等でございますが、６億3,90

0万円余の不用額が生じております。これ

は、新型インフルエンザ対策のうち、低所得

者に対するワクチン接種費用の助成事業につ

いて、市町村からの申請が、先ほど御説明し

た理由によりまして、見込みを大きく下回っ

たことによるものでございます。 

 下段の食品衛生指導費でございますが、1,

300万円余の不用額が生じておりますが、こ

れは、主に時間外勤務手当等の人件費の執行
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残や、各種検査に必要な機器・消耗品等の節

減努力によるものでございます。 

 73ページをお願いいたします。 

 中段の保健所費でございますが、400万円

余の不用額が生じておりますが、これは保健

所の結核検診費の執行残によるものでござい

ます。 

 以上、御審議よろしくお願い申し上げま

す。 

 

○内田薬務衛生課長 薬務衛生課の内田でご

ざいます。よろしくお願い申し上げます。着

座の上御説明させていただきます。 

 まず、歳入について御説明申し上げます。 

 お手元の説明資料74ページをお願いいたし

ます。 

 歳入について、主なものを説明させていた

だきます。 

 まず、使用料及び手数料については、不納

欠損額、収入未済額はございません。 

 ２段目の薬務関係手数料の増は、主に薬

局、店舗販売業等の新規登録の件数が増加し

たことによるものでございます。 

 ４段目の温泉関係手数料の減は、主に温泉

の利用許可申請等が見込みを下回ったことに

よるものでございます。 

 説明資料75ページをお願いします。 

 中段の国庫支出金についてですが、不納欠

損額、収入未済額はございません。 

 次に、説明資料76ページをお願いします。 

 諸収入についてでございますが、３段目の

治療血清売払代金の減は、狂犬病やコレラな

ど、特殊疾病の発生がなかったことによるも

のでございます。 

 ４段目の雑入について、５万2,000円の収

入未済額がございます。これは、平成13年度

に献血推進の広告を委託した会社が倒産し、

契約不履行となったことによる違約金でござ

います。会社の関係者が行方不明のため収入

未済となったものでございますが、広告の委

託料そのものは支払っておりません。今後と

も関係者の所在確認に努めてまいります。 

 続きまして、歳出について、主なものを説

明させていただきます。 

 説明資料77ページをお願いします。 

 一番下の生活衛生指導費について、不用額

128万3,000円が生じております。これは、旅

費や一般事業費など、経費節減によるもので

ございます。 

 次に、説明資料78ページをお願いします。 

 一番下の薬務費について、不用額977万1,0

00円が生じておりますが、これは、国有ワク

チン払い下げのための経費が不要であったこ

と及び入札等による執行残などでございま

す。 

 以上、よろしく御審議のほどお願い申し上

げます。 

 

○小原ねんりんピック推進室長 ねんりんピ

ック推進室、小原でございます。よろしくお

願いいたします。座らせていただきます。 

 まず、歳入でございますが、歳入はござい

ません。 

 お手元の資料79ページをよろしくお願いい

たします。 

 当推進室は、来年、平成23年10月15日から

18日までの４日間、本県で開催いたします第

24回全国健康福祉祭くまもと大会、ねんりん

ピック2011くまもとの開催準備業務を行って

おります。 

 23万6,000円の不用額が生じております

が、実行委員会運営や広報宣伝活動費等の事

業の執行残によるものでございます。 

 ねんりんピック推進室の御説明は以上でご

ざいます。よろしく御審議のほどお願いいた

します。 

 

○永井高齢者支援課長 高齢者支援課の永井

でございます。よろしくお願いいたします。

座って説明をさせていただきます。 
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 お手元の説明資料80ページをお願いいたし

ます。 

 まず、歳入についてでございますが、使用

料及び手数料、それから、次ページにわたり

ます81ページまでの国庫支出金でございます

が、不納欠損、収入未済はございません。 

 なお、国庫支出金の民生費国庫補助金につ

きまして、81ページ上段の２つの交付金の予

算現額に対します収入済み額との差が、それ

ぞれ１億5,900万、7,200万と大きくなってお

りますが、これは、当該交付金を充てること

にしておりました老人福祉施設整備事業が繰

り越しとなったことに伴いまして、平成21年

度ではなく、平成22年度に収入することとな

ったものでございます。 

 次に、82ページをお願いいたします。 

 財産収入、繰入金でございますが、不納欠

損、収入未済はございません。 

 なお、繰入金の基金繰入金につきまして、

予算現額に対する収入済み額との差が、それ

ぞれ２億3,000万円余、４億円余の差がござ

いますが、これは、国の経済危機対策に伴

い、昨年度新設されました介護職員処遇改善

交付金及び介護基盤緊急整備等の当該基金活

用事業におきまして、所要見込み額を実績額

が下回ったことによるものでございます。 

 続きまして、83ページをお願いいたしま

す。 

 繰越金、諸収入でございますが、不納欠

損、収入未済はございません。 

 続きまして、84ページをお願いいたしま

す。 

 歳出についてでございますが、主なものに

つきまして御説明をいたします。 

 まず、民生費の老人福祉費についてでござ

いますが、主な事業といたしまして、記載は

85ページになりますが、介護職員の雇用環境

を改善し、今後増加する人材需要に対応する

ため、介護職員の賃金の確実な引き上げな

ど、介護職員の処遇改善に取り組む事業者に

対しまして行います介護職員処遇改善交付金

事業、それから、開設時から安定した質の高

いサービスを提供するため、その開設準備経

費に対しまして助成を行います施設開設準備

経費助成特別対策事業、また、これらの事業

は平成23年度まで実施されることとなってお

りますが、21年度から３年間分の原資となり

ます交付金を新たに創設した基金へ積み立て

ます介護職員処遇改善基金事業など国の経済

危機対策に伴う事業のほか、軽費老人ホーム

の設置者が利用者からの利用料を減免した場

合、その減免した経費に対しまして補助金を

交付いたします軽費老人ホーム事務費補助事

業等でございます。 

 なお、老人福祉費で２億6,900万円余の不

用額が生じておりますが、これは、先ほど申

し上げました施設開設準備経費助成特別対策

事業において、施設の開設がおくれたこと等

により、事業実施が所要見込み額を下回った

ことによります１億8,000万円余が主なもの

でございます。 

 また、3,500万円余の繰り越しが生じてお

りますが、これにつきましては、後ほど別冊

の附属資料で御説明を申し上げます。 

 引き続き85ページの下段をごらんいただき

たいと思います。 

 老人福祉施設費についてでございますが、

これは、地域の介護のニーズに対応するた

め、市町村が事業を進めます地域密着型介護

老人福祉施設等の小規模施設の基盤整備の促

進、それから、消防法施行令の改正に伴いま

してスプリンクラーの設置が義務づけられた

施設の支援など、高齢者及び社会福祉施設の

安全・安心を確保するために、介護基盤等を

緊急に整備します介護基盤緊急整備等事業、

さらには、広域型特別養護老人ホーム等の老

人福祉施設の整備に対しまして、くまもと・

健やか・長寿プラン及び経済危機対策に伴い

ます介護基盤の緊急整備計画に基づき、助成

を行うものでございます。 
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 また、14億7,500万円余の繰り越しが生じ

ておりますが、先ほどの老人福祉費の繰り越

しとあわせまして、別冊の附属資料で説明を

させていただきます。 

 それでは、別冊の附属資料３ページをお願

いいたします。 

 まず、老人福祉費の事業名、施設開設準備

経費助成特別対策事業の３件につきまして、

合計で3,500万円余の繰り越しを行っており

ます。繰り越しの理由は、後ほど御説明をい

たしますが、施設整備が当初計画より大幅に

おくれたことにより、施設の開設についても

同様におくれが生じたものでございます。 

 次に、老人福祉施設費の事業名、老人福祉

施設整備等事業につきまして、３ページ４段

目から５ページの一番上の段に記載しており

ます合計８件、７億6,500万円の繰り越しを

行っております。繰り越しの理由は、設計変

更に伴います建築確認や独立行政法人福祉医

療機構への借り入れの手続に不測の日数を要

したこと等によるものでございます。 

 続きまして、５ページ、上から２段目から

６ページの上段２施設の介護基盤緊急整備等

事業のうち、地域密着型介護老人福祉施設等

の小規模施設の整備につきまして、計６件、

３億800万円の繰り越しを行っております。

この繰り越しの理由は、老人福祉施設整備等

事業と同様に、設計変更に伴います建築確認

や独立行政法人福祉医療機構への借り入れの

手続に不測の日数を要したこと等によるもの

でございます。 

 最後に、６ページ３段目から14ページの介

護基盤緊急整備等事業のうち、スプリンクラ

ーの整備につきまして、合計で39件、４億20

0万円余の繰り越しを行っております。繰り

越しの理由は、スプリンクラー設置に伴いま

す管轄消防署との設置方法等の協議に不測の

日数を要したこと等によるものでございま

す。 

 なお、資料中、一番右の欄に現在の進捗状

況を記載しておりますが、こちらは本年９月

１日現在の状況でございます。各事業におき

ましては、４月以降順次竣工いたしておりま

して、スプリンクラー整備につきましては、

すべて竣工済み、その他の事業につきまして

も、本年11月末までにはすべて竣工する予定

でございます。 

 高齢者支援課は以上でございます。御審議

をよろしくお願いいたします。 

 

○古谷認知症対策・地域ケア推進課長 認知

症対策・地域ケア推進課、古谷でございま

す。よろしくお願いいたします。着座して御

説明させていただきます。 

 認知症対策・地域ケア推進課の決算につき

まして御説明させていただきます。 

 お手元の説明資料の86ページをお願いいた

します。 

 まず、歳入についてでございますけれど

も、使用料及び手数料、それから国庫支出

金、それから、次のページになります、87ペ

ージになりますけれども、こちらに記載して

おります財産収入、諸収入でございますが、

いずれも不納欠損、収入未済はございませ

ん。 

 次に、88ページをお願いいたします。 

 歳出についてでございますけれども、その

主なものについて御説明をいたします。 

 民生費の老人福祉費についてでございます

けれども、備考欄の事業概要に記載いたして

おります主な事業といたしまして、市町村に

おける高齢者の介護予防や生活支援施策を推

進する地域支援事業交付金交付事業、それか

ら、下の方に記載しておりますけれども、認

知症に関する医療体制の充実強化、医療と介

護の連携強化、また認知症に関する相談体制

の充実を図ることによりまして、認知症にな

ってもできる限り住みなれた家や地域で安心

して暮らせるくまもとづくりを推進します認

知症診療・相談体制強化事業、それから、次
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の89ページに移りますけれども、介護給付に

係る県負担金を市町村に交付します介護給付

費県負担金交付事業等でございます。 

 前のページの88ページに老人福祉費で3,40

0万円余の不用額が生じておりますけれど

も、これは、先ほど申し上げました地域支援

事業交付金交付事業におきまして、各市町村

の事業実施が見込みを下回ったことによる60

0万円余が主なものでございます。 

 認知症対策・地域ケア推進課は以上でござ

います。よろしく御審議のほどお願いいたし

ます。 

 

○馬場成志委員長 以上で説明が終わりまし

た。 

 ５分間休憩して再開したいと思います。 

  午後２時14分休憩 

――――――――――――――― 

  午後２時20分開議 

○馬場成志委員長 それでは、再開いたしま

す。 

 何か質問ありませんか。 

 

○中原隆博委員 ちょっと初歩的なことで恐

縮なんでございますけれども、今それぞれの

部署から説明があった中で、収入未済額につ

いて一番多かったのが、生活困窮者であると

か、債務者の経済的理由、あるいは行方不明

というような形で回収がうまくいかなかった

と。おおむねそういうような中身だったとい

うふうに理解しております。 

 その中で、私たちはよく一般生活の中でも

思うわけでございますけれども、これは、無

担保・無保証人ということじゃないんでしょ

う。そこはどうなんですか。それだけの回収

ができなければ、例えば普通世の中において

は連帯保証人が債務をかぶるとか、そういう

のが多く一般的なことなんですね。だから、

生活困窮者でできなかったとか、行方不明で

できなかったとか、あるいは督促状を出した

とか、文書とか電話とか訪問もして、何とか

回収するように努力しますというようなこと

なんでございますけれども、各課にわたって

ほとんどそういうような収入未済額について

の説明だったので、どこか代表してちょっと

お願いしたいと思うんですが。 

 

○馬場成志委員長 代表した形でだれか答え

てください。 

 

○森枝健康福祉部長 ちょっと貸付金とか、

例えば児童虐待の場合、措置費とか、状況が

ちょっと違いますので、貸付金関係とか児童

措置費関係、数種類がちょっとありますの

で、何名かの課長が、その貸付金とか児童措

置の措置費の負担金とかということで、説明

申し上げた方がいいと思うので。 

 

○中原隆博委員 いや、だれか代表してでも

いいですよ。収入未済額で一番多いのが今申

し上げたようなことで、皆さんおっしゃって

いることはほぼ同じだから、連帯保証人はつ

かないのとか、その未済をじゃあどういう形

で回収できますかと。 

 

○森枝健康福祉部長 融資の方でちょっと説

明してください。 

 

○福島少子化対策課長 少子化対策課です。 

 少子化対策課では未収金が多うございます

ので、まずうちの方から説明します。 

 部長からありましたけれども、未収金、ち

ょっと種類がございまして、特にうちで大き

いのは児童保護費負担金というものでござい

ますが、これにつきましては、当然保護者

が、収入に応じて、入所してもらうかわりに

負担してくれという負担金でございますの

で、これについては保護者が当然として払う

ような形になります。 

 あと、母子寡婦福祉資金とか、そちらの方
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は貸付金でございますので、当然貸付金につ

いてはそういう保証人を立てるという形にな

りますが、ちょっとそこで違いはございます

けれども、特に今未収金がふえてきています

児童保護費負担金については、保護者がなか

なか、いろんな要因はあるかと思いますけれ

ども、払っていただけていない額がふえてき

ているというところに、特に経済的な背景と

か、いろんな要素があるのかなというところ

でございます。 

 

○中原隆博委員 普通世の中でいえば、収入

未済額といって払えない場合には、それにか

わる保証人とか何とかが普通つくでしょう。

本人が払えないとか支払い能力がないとか―

―だから、そういう普通の、おっしゃったよ

うな子供の問題とか、そういうような場合は

親がそうだけれども、立派な親が結局そうい

う形で払えない場合は、保証人も何もついて

いないんですかと。だから、そこに要求する

とか、そこに督促状を出すとか……。 

 

○馬場成志委員長 ちょっと中園さんから手

が挙がっとるから、どうぞ。 

 

○中園社会福祉課長 社会福祉課でございま

す。 

 私どもの方は、生活保護費関係の返還徴収

金を持っておりますので、お答えいたしま

す。 

 私たちの場合は、公法上の債権でございま

して、債務者の意思に関係なく債権が発生し

ておりますので、保証人といった観念はござ

いません。 

 以上でございます。 

 

○福島少子化対策課長 少子化対策分につき

ましても、その児童保護費関係というのは、

今、中園課長がおっしゃった種類になりま

す。貸付金の方は、そういう保証人を立てる

形になります。 

 

○中原隆博委員 なかなか電話で、あるいは

文書で、訪問したりといったって取れないわ

けですね。今いみじくもおっしゃったんです

けれども、生活保護を受けるといったって、

例えばお嫁に行っておられる方でもその実家

の中身までみんな調べるんですよ。そういう

形でしか生活保護というのは受けられない。

これが現状なんですね。だから私は、今それ

ぞれ部署も違うし、それぞれの論争性、異論

の中であるかと思いますけれども、取れない

ということであるなら、やっぱり連帯保証人

とか、そういう形で世の中も動いているわけ

ですから、県だけ特別というのはおかしいな

という思いがあります。それはもういいで

す。 

 それからもう一つ、よろしゅうございます

か。 

 

○馬場成志委員長 はい、どうぞ。 

 

○中原隆博委員 障がい者支援総室の中で、

別冊の20ページ、最後のページでございます

けれども、この未登記ということが２件残っ

ているわけですね。だから、これは未登記に

対しては金額は払っておられるんですか、ど

うしているんですか。 

 

○東障がい者支援総室長 先ほど御説明いた

しましたけれども、この未登記の物件は、旧

肥後学園の敷地でございます。先ほど説明い

たしましたように、昭和の初めごろに買収し

て県の用地としたところなんですけれども、

その買収時の契約関係が保存されていないと

いうところで、所有権移転登記ができていな

いというところでの整理を今やっているとこ

ろでございます。 

 15年末で未登記が11筆ございましたけれど

も、これまで９筆はもう解消が進んだと。残
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り２筆残っておりまして、その２筆につい

て、１件は相続人の方が全部で17名おられま

したけれども、その中の１人の方がブラジル

に移住されているということ、そのブラジル

の移住分がちょっと整理ができていない。今

その手続をしているといったところでござい

ます。 

 

○馬場成志委員長 賃料か何か発生している

かということ。 

 

○東障がい者支援総室長 これはもう肥後学

園を廃校したために、今は行政財産ですけれ

ども、それを普通財産にして、基本的には売

却する方向で検討を進めるという、その売却

するためには登記整理をする必要があると、

そういうことで事務を進めているところでご

ざいます。 

 

○馬場成志委員長 県が払っとるかどうかと

いうこと。 

 

○中原隆博委員 そうです。 

 

○馬場成志委員長 県がそこに賃料を払って

いるかどうかというんだよ。 

 

○東障がい者支援総室長 これはもう平成14

年か15年に県が種畜場用地として取得して以

降ずっと県有地として使っているというとこ

ろでございます。 

 

○馬場成志委員長 だから、払っていないと

いうことね。 

 

○東障がい者支援総室長 そうです。払って

いません。 

 

○中原隆博委員 その確認でした。 

 

○馬場成志委員長 いいですか。 

 

○中原隆博委員 はい。 

 

○大西一史委員 14ページ、社会福祉課、生

活保護費返還徴収金ですけれども、生活保護

費の返還徴収金というのは、当然これは不正

に生活保護費を受けたというか、そういうこ

とで返還しろという性質のものだろうという

ふうに思うんですが、不正に受けていたにも

かかわらず、今度は、生活保護受給に途中か

らなったり、あるいは生活困窮になるから収

入未済というふうになるんですかね。その辺

がいま一つちょっと理解できないので、少し

ちょっと丁寧に説明していただきたいという

のが１つと。 

 それから、福祉事務所ごとに、先ほどのお

話だと、四半期ごとにチェックをして管理を

しとるというようなお話だったんですが、ど

の程度そういうチェックというのが具体的に

なされているのかというその内容というのは

どんな感じなんですかね。何件ぐらい、例え

ば四半期ごとにチェックしてできなかったも

のが次の四半期で解消されてとか、その辺が

うまくちゃんと機能しているのかどうかです

ね。 

 というのが、去年の議事録を読んでも、お

ととしの議事録を読んでもずっと同じことを

部長も担当課長もそれぞれおっしゃっておら

れる。そういう質問も去年も出ているという

中で、なかなか生活困窮者に対しては難しい

という面が、我々も審議をする中で思うんで

すけれども、それでやっとったらどんどん収

入未済はふえて、やっぱり欠損ということに

最終的にならざるを得ないもんですから、そ

の辺でのきちんとした体制がとれているのか

どうかも含めてちょっと御答弁をいただきた

いというふうに思います。 

 

○中園社会福祉課長 社会福祉課でございま
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す。 

 まず１点目の不正に受給したのに生活困窮

ということがあるのかという話ですけれど

も、返還金徴収金には実は２種類ございまし

て、委員がおっしゃった不正に受給したもの

が徴収金と呼ばれるもので、確かに、例えば

就労収入を申告しなかったりとか、そういっ

たことで不正に受給したものもございます。

もう一つ、返還金というのがございまして、

これは緊急やむを得ない場合に生活保護を受

けることになって、例えば、後から年金が入

ってきたとか、保険金が入ってきたとか、預

貯金が出てきたとか、そういったものでござ

います。 

 徴収についても、やっぱり返還金の方が善

意で始まっておりますので、あとの未収金の

方も徴収がよくなっております。徴収金の方

は悪意で始まっておりますので、なかなか取

れておりません。そういう２種類がございま

す。必ずしも悪意で始まったものばかりでは

ございません。 

 それから、２点目の福祉事務所の活動でど

ういうふうに変わってきたか、どういうこと

をしているかということでございますが、私

ども９月にヒアリングをいたしまして、その

時点で45ケース抱えております。その中で、

きょうまでに完済したものが１件ございま

す。そして、年度内に完済予定が７件ござい

ます。そして、定期的に納入いただいている

ものが18件ございます。あと、必ず払います

という約束をいただいているものが３件ござ

います。ですから、45件のうちの29件が、未

収金の解消に向けて動いております。 

 あと、どうしても取れていないのが16件ご

ざいますが、これの事情をちょっと簡単に御

紹介いたします。ちょっと極端な例を申し上

げますと、１つは、刑務所に入っているとい

うのがございます。あと、債務者が精神病を

患いまして病院に入っているというのがござ

います。あと、例えば、おじいちゃんと孫だ

けで暮らしていて、おじいちゃんが亡くなっ

てしまったので、あとは孫しか残っていない

というのもございます。あと、元暴力団と

か、元覚せい剤中毒者の後遺症を持っている

人とかいまして、なかなかケースワーカーが

近づけないといった事情もございます。 

 ヒアリングしてみますと、なかなかそれぞ

れに事情を抱えておりまして、私ども一緒に

考えながらやっていこうと思っているところ

です。 

 以上です。 

 

○大西一史委員 今話を聞きますと、ある程

度善意というか、悪意がなかったものに関し

ては、返還金の方はある程度対応ができてい

るというふうなことで、やっぱり悪意のも

の、不正に受給したものに対する措置という

のは非常に厳しくしていただかないといかぬ

のだろうというふうに思いますし、45件中の

16件が困難事例ということになろうかという

ふうに思うんですけれども、やっぱりこうい

ったところに対しての対応というのはなかな

か難しかろうと思います、現場の福祉事務所

あたりでは。 

 そういうのは、例えば暴力団とかというこ

とに関しては、警察あたりとの協力というの

はどういう形でいくかというのはできないも

んですか。それはやっておられるんですか

ね。 

 

○中園社会福祉課長 警察の御協力も十分い

ただいておりますが、やはり犯罪が起きない

限りは手が出せないといった現実的な問題が

ございます。ただ、情報をいただいたりと

か、十分連携はとれていると思います。 

 

○大西一史委員 いずれにしても、そういう

悪質なケースはもう徹底的にやっていただく

ということがないと、やっぱりいかぬだろう

というふうに思います。 
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 ある程度、今はないけれども、先々はどう

にかして払いたいとか、その意思も含めてそ

ういった書面による確認であるとか、そうい

ったことをきちっと押さえていくことが、こ

ういった制度そのものが、結局払わぬでも不

納欠損で最終的に５年たてば処理されるんで

あれば、もうそれでもいいたいというよう

な、本当にモラルハザードになってしまって

は何にもならないというふうに思いますの

で、その点はしっかりやっていただきたいと

いうふうに思います。 

 それともう一点、よかですかね、引き続

き。 

 

○馬場成志委員長 どうぞ。 

 

○大西一史委員 この不納欠損全体の中で一

番大きいのは児童保護費の負担金、先ほど課

長の方からも少し説明があって、これは基本

的には国と県で半々一応出すということです

よね。ただし、その保護者、扶養者というの

が負担できる場合は、それを徴収することが

できるということになっているというふうに

思うんですが、これも経済的理由とかいろん

なことがあって、債務者の所在不明だとかい

うことになってて、今収入未済が4,505万4,0

00円ですか、これは恐らく不納欠損にどんど

ん近づいていくものというのが非常に多くな

ってきているんじゃないかなというふうに思

うんですが、この辺の、例えば人数とか件数

とか、これがどういう状況なのかというのを

もう少し詳しく教えていただきたいのと、そ

れと、先ほど部長からもそれぞれお話があっ

たけれども、去年は東京都の事例が１件ある

よというふうな話で議論がされとって、例え

ば滞納処分の準備をしましょうということ

で、去年よりもかなり踏み込んだ対応をしよ

うというふうになさっていると思うんです

が、これは、例えば差し押さえであるとか競

売であるとか、いろんな措置ができるように

なるというふうに思うんですが、そういうこ

とに踏み込む場合に、例えば東京都で、どん

なデメリットというんですか、いろんな困難

なことがあったり不都合なことがあったりし

たことがあったのかどうなのかと。それか

ら、これはいつから滞納処分をやろうという

ふうにお考えなのかということをちょっとお

聞かせいただきたいんですけれども。 

 

○福島少子化対策課長 まず、未収金の状況

を少し詳細に申し上げます。 

 まず、滞納者数でございますが、本日、今

委員もおっしゃいました4,500万円のうち、

福祉総合相談所の分がほとんどでございます

が、その分で申し上げますと、滞納者数が29

1人でございます。これを５年間ちょっと調

べてまいりましたが、平成17年度と比較しま

すと、平成17年度が198人でございます。額

が、平成21年度がほとんどと言いましたけれ

ども、細かく言いますと、4,497万8,000円ほ

どなんですけれども、それが291人なんです

けれども、先ほど言いました17年の198人に

対応する額が2,349万1,000円でございます。

したがいまして、額が４年間で２倍近くでご

ざいます。滞納者数については、1.5倍ぐら

いというような状況です。１人当たりの額に

しますと、平成17年度が約12万円、21年度が

15万円という状況でございます。 

 あと、参考に申し上げますと、当然収入に

応じて支払っていただきますので、生活保護

世帯であれば、当然ゼロと。あと、住民税非

課税世帯であると、月2,200円とかいうこと

で、あと、収入に応じていきますので、例え

ば夫婦、子供２人ぐらいの標準の家庭で500

万円ぐらいの収入のところは、月１万8,70

0、年間にして22万円程度ということになり

ます。そういう状況だということでございま

す。 

 あと、準備の話でございますが、現在、全

国的な状況ですが、最近調べたところでは、
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東京都、それから香川県と和歌山県というこ

とで聞いております。 

 ちょっと済みません、東京都の方の取り組

み方、いろんな困っているところあたり、ち

ょっと詳細に調べておりませんが、今の準備

状況なんですけれども、既に、これは徴収す

るためにちゃんと吏員に任命しないといけま

せんので、吏員の任命の手続を今ちょうど決

裁をとっている最中でございます。具体的に

は、総務課の職員、それと児童相談課の職員

につきましては、やはり組織的に取り組むと

いうことで、所長とかは別として、大体主幹

クラス以下ぐらいの職員については全員に任

命して取り組むと。あと、税務課の方にもい

ろいろ研修ということでお願いしております

し、もちろん相談所に税務課出身の職員も当

然何名かおりますので、まずは具体の資産の

調査といいますか、特に、それなりに滞納額

が、先ほど平均では15万円と言いましたけれ

ども、当然もっと高い人がおりますので、そ

ういう方のまず資産調査をしっかりやるとい

うところから始めていきたいと思っておりま

す。 

 

○大西一史委員 今、一応準備を進めて、徴

収吏員の任命あたりもやって、実際に動き出

そうというふうにしていると。この制度、児

童保護費の負担金自体は、基本的には、これ

が発生しているというところは負担能力があ

ると認められているから発生しているわけで

すよね、これ、お金が。そういうことでいい

んでしょう。 

 

○福島少子化対策課長 前年の収入、所得等

によりますので、ちょっとそこのタイムラグ

といいますか、それがちょっとあり得るかな

と思います。これはもう別に一般の制度と同

じです。 

 

○大西一史委員 いずれにしても、そういう

現在の資産の状況であるとか収入の状況であ

るとか、その辺はもう少し細かく見ていかな

いと、これはやっぱりいつまでたっても収入

未済というのはどんどん――今経年で御報告

いただいたのを見ても、人数も金額もふえて

いるということで、どんどん悪化していって

いるというふうなことですので、東京都、香

川県、和歌山県あたりの事例も十分参考にし

て、実際の成果がどのくらい上がるのかとい

うのもよく他県あたりとも情報交換をしてい

ただいて、これはしっかり取り組んでいただ

きたいというふうに思います。よろしくお願

いします。 

 

○福島少子化対策課長 しっかり取り組んで

いきたいと思います。 

 

○内野幸喜委員 さっきの生活保護返還徴収

金の件だったんですけれども、よろしいです

かね、もう一回確認で。 

 その中に２種類あると、返還金と徴収金

と。徴収金の場合、先ほど、悪質なものがあ

って、ケースワーカーも近づけないというの

がありましたけれども、ただ、警察にお願い

してもなかなか踏み込めないと。ただ、例え

ば当初からそういう目的を持って不正受給し

た場合は、私は対象になるんじゃないかなと

思うんですけれども、その点はどうなんです

かね。 

 

○中園社会福祉課長 生活保護の返還金、徴

収金につきましては、強制徴収ができない公

債権ということになっておりまして、ほかの

未収金みたいに滞納処分ができません。内野

委員がおっしゃるように、確かに、悪意のあ

る徴収金については、滞納処分の制度があっ

てもいいんじゃないかなと個人的には思って

おります。 

 

○内野幸喜委員 今そういう議論というのは
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出ていないんですか。 

 

○中園社会福祉課長 報告は聞いておりませ

ん。 

 

○馬場成志委員長 みずから始めるというこ

ともありですな。 

 

○中園社会福祉課長 まだ内部で議論してお

りませんので、検討したいと思います。 

 

○大西一史委員 だったら、法的になかなか

強制徴収ができぬという部分があるかもしれ

ないけれども、個別にもう少し強い、法を超

えるような条例はなかなかできないかもしれ

ないけれども、条例なり規則なりで何か定め

るような法的な整備ができるかどうかとかと

いうことも含めて検討せんといかぬのじゃな

いかなと思います。 

 そうしないと、それこそ、内野委員も私も

同じふうに思っていますけれども、それは悪

意を持ってやろうという人がたくさん今報道

でも結構されていますですね、この生活保護

に関して。やっぱりそういうことで、本当に

もらわなければ生活していけない人たちと、

それを利用しようとする悪意のある集団が一

方ではおるということでは非常に制度がねじ

曲がってやられるということもあるので、そ

こはしっかりやってもらいたいと思うんです

が、その辺何か研究していただけませんか。 

 

○中園社会福祉課長 熊本ではまだ報告はあ

りませんけれども、大阪の方で貧困ビジネス

といった非常に暴力団が絡んだようなことが

起きております。国の方でもそういう検討が

始まるかもしれませんので、その辺の情報は

十分とっていきたいと思います。 

 

○鬼海洋一委員 健康づくり推進課、59ペー

ジですが、予算現額が10億ですけれども、収

入済み額が４億9,000万、約５億。これは予

算現額と収入済み額とのギャップが半分以上

出ているわけですね。先ほどのちょっと理由

を聞いておりましたところが、国庫補助金交

付額が所要額を下回ったためという中で、こ

の数年減額が続いておりますというようなお

話があったやにちょっと記憶しているわけで

すが、そうなりますと、当然この事業計画は

予算現額に基づいてやるわけですから、収入

というのが出る方に影響してくるわけですよ

ね。 

 それで、63ページになるんでしょうか。特

定疾患治療費等の医療費、これが当初見込み

額を下回ったというぐあいに、つまり出の部

分でこういうぐあいに表現をしてあるという

ふうに思うんですが、つまり、予算現額から

半分ぐらい減って収入済み額ということにな

っている、これが出の部分にどういうぐあい

に影響したのかなと。事業計画にかなり影響

しているんじゃないかというふうに思ってい

るんですが、この辺の状況を少し教えていた

だきたいというのが１つです。 

 それからもう一つは、これは危機管理課の

問題ですが、つまり、予防費の中で、インフ

ルエンザにかかわる予算現額と支出済み額と

の比較を見てみると、相当大きな差が出てき

ておるわけですよね。これはインフルエンザ

に対するこの補助申請額が見込みを大きく下

回ったことということになっているわけです

が、このインフルエンザに対する県民の関心

やあるいはこの事業に対する期待というのが

現状どういうぐあいになっているのかという

ことが、やっぱりこの中で解明していかない

と、次なる課題、事業展開に影響していくん

じゃないかというふうに思いますので、その

辺の状況についてお話をいただきたいと思い

ます。 

 

○岩谷健康づくり推進課長 これは、特定疾

患治療研究事業に係る経費になるものでござ
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いますが、さきの説明のところで説明しまし

たように、これは、この治療研究事業費、治

療費としまして、国、県２分の１ずつの補助

になっていることに、国としては、そういう

交付をしているというふうに言われておりま

すけれども、予算額としましては、63ページ

にありますように、ほぼ20億ほどの予算をつ

けております。しかし、国、県２分の１ずつ

ですので、約10億ずつの負担ということにな

っているわけなんですが、実際は、そのうち

の国からの交付額としましては４億8,000万

ほどになっております。したがって、これは

21年度ですけれども、約50％ほどの交付しか

ないというふうな状況でございます。この状

況はもうかなり以前から生じておりまして、

交付額は年々少なくなっている状況でござい

ますが、これまで解消されないまま続いてき

ているという状況です。 

 

○鬼海洋一委員 そういうふうにお伺いした

んですが、つまり見込み違いですよね、これ

はね。その見込み違いも、今お話しのとおり

に年々減っているということは承知をされた

上での10億の今回の歳入の計画なされてい

る、事業予算としてなされているわけです

よ。ですから、今国の状況がどういうぐあい

に推移をしているのか、なおかつ今日もまだ

さらに減額されるという状況続いているの

か。そうすると、この予算現額そのものが、

10億の計上そのものがどうであったのかとい

うことがまず問題にならなきゃならぬものじ

ゃないのかなというふうに思います。それが

１つですね、もう一回言い直しますと。 

 そうすると、その見込み違いがここに５億

できたことによって、つまり今度は……。 

 

○森枝健康福祉部長 前半の方、見込み違い

じゃなくて超過負担の問題です。そこをきっ

ちり説明した方がいいんじゃないんですか

ね。 

 

○溝口幸治副委員長 森枝部長から、これは

意見書出しているやつでしょう。 

 

○森枝健康福祉部長 はい、そうです。 

 

○溝口幸治副委員長 森枝部長から。 

 

○森枝健康福祉部長 特定疾患の治療費の助

成の方は、国の一応内部的な要項等で２分の

１以内ということになったので、私たちは、

毎年２分の１を想定して毎年度予算計上させ

ていただいています。ただ結果として、毎年

度２分の１以内ということで、国が本来２分

の１であれば問題がないんですけれども、２

分の１掛ける、例えば60％とか50数％とか、

そういった状況になっていまして、したがっ

て、その差額の、例えば40数％が超過負担と

して４億、５億とか、そういう状況になって

きていますので、私どもも、県議会の支援も

いただきながら、また毎年度各都道府県とも

連携をしながら、国の方にはずっと要請・要

望をしてまいっているわけでございますが、

なかなか実現に至っておりません。 

 我々としては、本当は法律案件にしていた

だきたいということを申し上げておりますけ

れども、なかなか国の方がそこら辺をきちっ

とした２分の１出せるような形になっていな

いので、ちょっと残念なんですけれども、引

き続き私どもも、県議会の御支援もいただき

ながら、また各都道府県とも連携しながら、

そこを変えていただきたいという努力はして

まいりたいというぐあいには思っておりま

す。 

 

○鬼海洋一委員 そうすると、これは21年度

の決算ですから、特に22年から23年に及ぶこ

の時期にどうかというふうに思いますが、そ

うすると、この間に政権の移動も行われたわ

けですよね。そこで、現段階で今お話があっ
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たようなことに対する国の変化というのがあ

っているかどうかということについてはいか

がですか。 

 

○森枝健康福祉部長 きょう現在ではまだそ

ういう変化の兆しというか、状況はちょっと

ありません。 

 

○鬼海洋一委員 そうすると、結局、予算現

額で実際の調定額、収入額を見てみますと、

ここで約５億の違いが出てくる、これは結果

として歳出の方に影響させなかったというこ

とでよろしゅうございますですね。違うとこ

ろから持ってきて、その分は影響させなかっ

たんですよと。 

 

○松葉健康福祉部次長 治療を受けている患

者の皆さんに御迷惑かけたわけじゃなくて、

県がその分負担をしていると、国のかわりに

県が負担をしたという、出しかぶったという

んですかね、そういう感じになっていると。 

 

○鬼海洋一委員 わかりました。 

 

○末廣健康危機管理課長 ２点目の新型イン

フルエンザのワクチン接種に関する助成のお

尋ねでございますが、県民の関心や期待とい

うのは、当初病原性が不明な時点では大いな

る期待といいますか、大変なものがございま

した。ワクチンの総量が当初生産が追いつか

ないということで優先接種区分を設けて暫時

段階的に接種をしてきましたけれども、分析

しますと、当初、一番最初に医療従事者が接

種しましたけれども、87％の接種でした。次

に、基礎疾患を有する方々の接種でしたが、

98.8％の接種になっております。そして、重

症化が危惧されました妊婦につきましても4

6.6％、それから、小児に特に重症だという

情報が出て１歳児からまず接種を始めました

けれども、１歳から小学校３年生、低学年の

ところで40.9％という接種状況でございまし

た。その後高学年に接種する時期にはもう流

行がピークを過ぎておりましたので、高学年

が15.4％、中学生以上高校生までが15.5％と

いうような状況でございました。 

 県民の期待と接種状況というのは、その流

行の状況や毒性等によってビビッドに反応す

るものかと思っています。 

 今年度も10月１日から接種を開始いたして

おります。今年度は、昨年度と違って、新型

だけではなくて、季節性とセットになった３

価のワクチンということで十分な量が用意さ

れております。今のところまだ流行の兆しは

見えませんが、これからさらに、県民の期待

にというか、流行に即した接種状況に対応で

きるように努力してまいりたいと思っており

ます。 

 

○髙木健次委員 21年度末で収入未済金が年

々ふえてきていると、18年度までは減少ぎみ

だったけれどもと。その要因が、31ページの

児童保護費負担金、この辺の未済額1,200

万、この辺がふえておる理由は、経済環境悪

化の増加に加え、一部保護者に入所措置に対

する理解不足があるということが書いてあり

ますけれども、これはどういう理由なんです

か。 

 

○福島少子化対策課長 児童保護費負担金の

未収金の増の背景といいますか、そういう話

の御質問だと思いますが、数字できちっと分

析してはおりませんけれども、やはり経済環

境の悪化によるものに加えまして、児童虐待

による入所措置の場合につきましては、保護

者の方によっては、しつけというようなこと

を主張されるような場合もございまして、そ

の入所措置に対するやはり理解といいます

か、そこがなかなかきちっと納得した形でや

られていないような場合も見受けられますの

で、そういったもう児童虐待自体が全体とし
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て件数もふえておりますので、そういったこ

とも未収金増の一因となっているのかもしれ

ないなというふうな感じは持っております。 

 

○髙木健次委員 その保護者が児童虐待をや

っていませんよというような状況の中で措置

せざるを得ないというふうな状況での苦情が

あるわけですか、結局。 

 

○福島少子化対策課長 もちろん基本的には

当然同意を得てやりますけれども、心の奥底

にといいますか、ちょっと済みません、それ

は推測になりますけれども、そういったとこ

ろの、なかなかやっぱり子供はかわいいとい

うお気持ちも一方ではおありになりますか

ら、そういったところでのすっきりいかない

というふうなところはあるかもしれないとい

うふうな感じでは思っております。 

 

○髙木健次委員 一部保護者って、ほんの一

握りなんですか。 

 

○福島少子化対策課長 そのあたり、ちょっ

となかなか一概に言いづらくはございますけ

れども。 

 

○髙木健次委員 18年度までは減少してきた

ということは、児童福祉法の19年度からの改

正とか何とかに関係しているわけじゃないで

すね。児童福祉法に関係することでの保護者

の理解不足というのが、法の制度によって変

わってきたということじゃないわけですね。 

 

○福島少子化対策課長 当然児童福祉法の改

正等によりまして、通告義務、要するに虐待

があっているかもしれないというような場合

も当然通告しなければならないというふうな

形で法改正等を行ってきておりますので、そ

ういうようなものも背景として、通告件数も

ふえてきているのは事実でございます。 

 そういうことから、福祉総合相談所といた

しましては、やはり子供の最善というものを

一番に考えてやっておりますので、その辺

で、もちろん保護者に対して十分理解を得る

ように努力は続けておりますけれども、なか

なか100％納得してもらっているかどうかと

いう、そういう親御さんが何人いるかと言わ

れると、ちょっと済みません、そこの数字は

持っておりませんけれども、そういうふうな

状況はあるようにも聞いております。 

 

○馬場成志委員長 ちょっと吉田さんか松葉

さんか、何かフォローするところはない。 

 

○松葉健康福祉部次長 具体的な数字という

のは把握していませんけれども、やはり県が

同意を入れたとは言いながらも、無理に親子

を離して措置をするもんですから、その後で

金も払えというと、やっぱりそれについては

かなり不本意だという親御さんがいらっしゃ

るということです。 

 

○髙木健次委員 そういういろいろなところ

から県あたりにも話が来れば、どうしても県

はやっぱりそういう方向に向いていかなけれ

ばならないから、非常に難しい面はあるんで

すよね、やっぱり。ただ、そのことによっ

て、この未済額とか不納欠損額がどんどんふ

えていくことによって、だんだん大きくなり

ますよね、この辺の数字というのは今から。

その辺の対処策というのはしっかりまた考え

ていかぬとおかしいですよね。部長、何かそ

の辺で。 

 

○森枝健康福祉部長 先ほどから担当課長等

が説明しておりますように、全体としては児

童虐待の件数がふえてきている中で、法の改

正によって、もうちょっと従来よか踏み込ま

ないかぬ、子供を守るためですね。子供を守

るために踏み込まないかぬ状態になってきて
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います。なってきているというのは、結局難

しいケースがそれだけふえてきているという

ことで、そこは当然保護者とあつれきがかな

りあるケースが徐々にふえてきていまして、

子供を守るためには、引き離してでも措置し

て一時保護しておりますが、児童養護施設等

に入所させていかないかぬ。でも保護者の理

解がなかなか得られないので、今おっしゃっ

たような負担金の話になる場合、なかなか理

解を得にくいケースが徐々にふえてきている

かなという感じがしておりますし、トラブル

案件の報告も、そういう現象があるので、な

かなか難しい状況にはなってきていると思い

ますが、ただ、いずれにしましても、総合的

にちょっと力を尽くしていかないかぬという

ことで、負担能力のあるところをちょっと調

べて、少なくとも滞納処分をせないかぬケー

スについては、今年度から滞納処分というこ

ともやっていこうということで、部としては

組織決定して、そこら辺も頑張っていきたい

というぐあいには思っております。 

 

○馬場成志委員長 ほかにありませんか。 

 

○内野幸喜委員 各課、不用額というのがい

ろいろあると思うんですが、不用額、いいも

のもあると思うんですね。しかし、中には、

不用額があっていいのかなと思う部分もあ

る。例えば事業においては、これはすごくい

い事業なんじゃないか、でも結局事業におい

ての不用額が残ってしまったとか、例えば、

今ちょうどたまたま開いているので、少子化

対策課なんですけれども、例えばこの1,129

万7,000円、地域子育て応援事業における申

請が見込みより少なかったためとかとありま

すけれども、例えば、こういったもので、私

がいい事業だと思うんですね。だから、不用

額が本来であれば少ない方がいいと思うんで

すけれども、例えば、これは、いろいろ周知

していろんなところに声かけたけれどもなか

ったのか、それともそういったものが余り周

知されていなかったのかとか、その点をちょ

っとお聞かせいただきたいと思います。 

 

○福島少子化対策課長 まず、多子世帯子育

て支援事業というのは、保育料の軽減・無料

化等を行っているものでございますが、今の

ところ６団体でまだちょっと県のこの独自の

措置を実施していただいておりませんので、

ただ、これにつきましても、積極的に今市町

村、直接担当の方で回らせていただいており

まして、結構前向きな反応をいただいている

ところでございます。 

 それから、熊本県地域子育て応援事業、こ

れも、安心こども基金を活用いたしまして、

市町村で積極的な子育て支援に関する取り組

みを行っていただくようにということで事業

をつくっております。これについては相当周

知を図っておるつもりでありますが、残念な

がら市町村によっての取り組みのちょっと差

といいますか、たくさん上げてくるところと

ちょっと消極的なところとありますが、これ

につきましても、まだ基金は今年度まで使え

ますので、引き続き今周知を図って活用して

もらえるように働きかけているところでござ

います。 

 

○馬場成志委員長 多子世帯は今実施してい

ないところの分も予算に上げとるの。 

 

○福島少子化対策課長 きちっと対応できる

ように県としては考えています。 

 

○馬場成志委員長 ほかにありませんか。 

 

○大西一史委員 これは、監査委員の審査意

見書の中で指摘されとる中で、これは前回の

決算特別委員会の方でもちょっといろいろお

尋ねをした、人事課あたりとかでもお聞きし

たんですが、物品調達等に関する不適正な経
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理処理の再発防止策というところの中で、再

発防止策の実施状況で、再発防止策の実効性

がなかなかすべての職員にまで浸透している

とは言えない所属も見受けられるということ

で、どこの所属かと聞いたら健康福祉部だと

いうふうにあったんですが、これはどういう

形でそういう所属が――不適正な経理処理の

事例は認められなかったけれども、再発防止

策が徹底していないというようなことだとい

うのは、これは、部長、どういうふうに把握

しておられますか。 

 

○森枝健康福祉部長 １つのケースは、清水

が丘学園というのがございますけれども、そ

こで、担当職員の方で支払うべき処理を少し

なおし込んどったままというか、という状況

がちょっとあって、支払いの時期が約２カ月

ぐらいおくれたというちょっと残念なケース

が１つありました。 

 

○大西一史委員 それだけ。 

 

○森枝健康福祉部長 それだけです。 

 

○大西一史委員 いずれにしても、去年は結

構審議では不適正経理ということがかなり議

論をされたんですが、ことしからは、そうい

うことも余り特段説明の中にも出ていないわ

けですけれども、やっぱりこういうものは、

例えばこういう監査委員からの指摘があると

いうことは、その部全体としても、引き締め

をして意識を高めていただかなきゃいかぬの

だろうというふうに思います。 

 仮にそれが１件であったとしても、やっぱ

りその１件がどんどん広がっていくと。だか

ら、ついつい、のど元過ぎればじゃないです

けれども、やっぱりこの不適正経理の問題に

ついても、私も結構本会議あたりでもかなり

厳しく言ってきましたけれども、見解の相違

とかそういうものも部分的にあるかもしれな

いけれども、しかし、そういう県民に対して

きちっと説明できるような体制をとっていな

ければ、やはり公金を扱う者としての自覚を

もっと持たないといかぬということがあると

思います。 

 だから、再発防止に向けてもしっかりやっ

ていただきたいということ、これは私の方か

らお願いをしておきます。部長、何かあれ

ば。 

 

○森枝健康福祉部長 私としても非常に部と

して注意喚起したつもりでしたけれども、残

念ながらこういう１件が発生しましたので、

また、毎年度４月に人事異動で職員がかわり

ますので、そういう関係職員を集めて、毎年

必ず部として注意喚起というのをきちんとや

っていくようにしていきたいと思います。 

 

○大西一史委員 はい、お願いします。 

 

○馬場成志委員長 ほかにありませんか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○馬場成志委員長 なければ、以上で健康福

祉部の審査を終了いたします。 

 次に、次回は第４回委員会となりますが、

10月29日金曜日午後１時に開会し、環境生活

部の審査を行うこととしておりますので、御

協力をよろしくお願い申し上げます。 

 それでは、これをもちまして第３回決算特

別委員会を閉会します。 

 お疲れでございました。 

  午後３時８分閉会 
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